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Ⅰ 法学研究科の教育目的と特徴 
 

１.教育の目的と基本方針 

法学研究科における教育の目的は、法学・政治学における学術の理論及び応用を教授研

究し、その深奥を究めるとともに、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識

及び卓越した能力を培うことにある。これによって文化の進展に寄与するとともに、法学・

政治学における学術の研究者、高度の専門技術者及び教授者を養成する。 

この目的を追求するために、次の基本方針によって、教育活動を実施する。 

(１) 分析力、研究企画力を備えた、国際的に評価される人材を育成する。 

(２) 高度な専門的知識と国際的視野を身につけた職業人の養成および再教育を行う。 

(３) 体制移行が進行するアジア諸国から留学生を受け入れ、同諸国で法制度・政治制度

整備を担う人材を養成する。 

(４) 法整備支援をデザインできる発信型の日本人研究者を養成し、そのための体制を整

備する。 

これは、名古屋大学学術憲章にある「自発性を重視する教育実践によって、理論的思考

力と想像力に富んだ勇気ある知識人の育成、人材養成を通した人類の福祉や世界・社会・

地域等の発展への貢献」を法学・政治学の分野で実現しようとするものである。 

 

 

２.目標と方針  

法学研究科は、身につけるべき学力、資質・能力として、一般的な素養、人間性・人格

の涵養、法学・政治学の基礎的な素養を前提として、冷静で視野の広い社会科学的分析能

力を培い、自主的に問題を発見し、それを解決する方向性を探ることのできる、専門的な

問題解決能力及び研究力量を備えた人材の育成を目標に掲げ、これを目指す教育プログラ

ムの実施と教育のグローバル化への対応を第２期の重点目標にしている。 

全学の中期目標・中期計画にそって、次の方針を立て、目標の達成に努めている。 

 

(１)中期目標・中期計画（K2：大学院課程の教育体系を整備し、教育方法を改善する。）に

対応した方針や取組 

・優秀な研究者を継続的養成するため、入試制度についての見直しのための検討を開

始する。（法学研究科の中期計画 K2） 

 

(２)中期目標・中期計画（K5：教育の実施体制・方法・結果を点検し、改善に活かす。）に

対応した方針や取組 

  ・国際社会科学コース卒業者の受け入れなどのため、教員充実のための採用計画を立

て、教育実施の前提となる教員の研究時間・研究費の確保を図る。（法学研究科の

中期計画 K3） 

 

(３)中期目標・中期計画（K10：「世界トップレベル研究拠点プログラム」や「国際科学イ

ノベーション拠点整備事業」等の推進により中核的研究拠点を形成する。  K11：若手

研究者を育成するための環境を整備する。 K12：共同利用・共同研究拠点を含む研究所・

センター等の機能と活動を充実させる。）に対応した方針や取組 

・法整備支援をデザインできる日本人研究者の養成。日本語による日本法の研究を行

うことができる研究留学生の養成。キャリア・アップを目的とするアジア諸国の法

律実務家・大学教員の再教育を実施する。（法学研究科の中期計画 K8） 

  ・日本法令の国際発信を支える法学・情報科学融合研究を推進する。（法学研究科の中

期計画 K9）  
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  ・各種研究プロジェクトの継続と新規の立ち上げを図る。（法学研究科の中期計画 K10） 

 

(４)中期目標・中期計画（K14：様々な組織と協力し、教育・文化・福祉・安全の向上に貢

献する。）に対応した方針や取組 

 ・地方自治体の設置する委員会の委員としての参加等を通じて地方自治体の行政活動

に積極的に参画する。（法学研究科の中期計画 K11） 

 

(５)中期目標・中期計画（K18：グローバルな視点で学術活動・国際協力を進める。特に「名

古屋大学アジアキャンパス」等を活用し、法整備や医療行政等に携わる各国の国家中枢

人材等を対象とした博士課程教育プログラムの平成 26 年度導入に向けた体制整備や制

度設計・構築を行う。 K19：留学生・外国人研究者向け学内文書の日英併記化等により、

業務運営における国際化を進める。）に対応した方針や取組 

 ・学生・若手研究者を海外に派遣するための体制の整備を図る。（法学研究科の中期計

画 K13） 

  ・学術交流協定締結校との交流の実質化を図るとともに、締結校の増加を図る。（法学

研究科の中期計画 K14） 

 

(６)中期目標・中期計画（K44：自己点検・評価を継続的に実施する。）に対応した方針や

取組 

 ・法学研究科全体、実務法曹養成専攻について、それぞれ３年ごとの自己点検・評価

を継続的に実施する。（法学研究科の中期計画 K17） 

 

(７)中期目標・中期計画（K47：多様なメディアを活用し、教育・研究活動等を迅速に情報

発信する。 K48：自己点検・評価等に関する情報発信を進める。）に対応した方針や取

組 

・法学研究科の広報活動を一層推進する。（法学研究科の中期計画 K19） 

・法学研究科全体の自己点検・評価等についても、HP 上での公開等により、一層の充

実を図る。（法学研究科の中期計画 K20） 

 

 

 

３.研究科の特徴   

以上の目標と方針に従って、実務法曹養成専攻（法科大学院）と総合法政専攻（以下法

学研究科）の２専攻が設けられ、総合法政専攻は３コースに分けられている。 

①  研究者養成コース：広い視野と深い専門的知識に支えられた次代の日本の法学・政治

学の研究を担う人材を養成することを目標とする。 

②  応用法政コース：法学・政治学に関する高度な専門的知識を有して社会の中核を担う

能力を有する人材の養成を目標とする。 

③  国際法政コース：海外からの留学生を主たる対象に、体制転換にともなう民主化、市

場化の現状のなか法整備支援を中心とした比較法、比較政治の領域で有為な人材を育

成することを目標とする。 

国際法政コースには、英語で教育を行う英語クラスのほか、日本語クラスを設置し、日

本法教育研究センターからの卒業生を受け入れている。2012 年度からは、国際的に実践的

能力を発揮できるリーダーを養成する博士課程教育リーディングプログラムが開始された。
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さらに、2014 年度からは、海外拠点を活用して、各国政府若手有望人材に対して、在職し

ながら博士号が取得できる「名古屋大学アジアサテライトキャンパス」プログラムを開始

した。 

 

 

４.学生受入の状況  

法学研究科では、博士前期・後期課程の一般入学試験に加え、外国人留学生入学試験、

職業人特別選抜、法科大学院修了者特別選抜（後期課程）を実施し、多様な学生の入学を

可能としている。 

後期課程の充足率は低めであるが、近年国際的に幅広く展開できる研究者養成をも射程

に入れるとともに、留学生特別コースの後期課程開設などにより改善傾向にある。 

大学院進学者のために大学院進学説明会を毎年開催しているほか、2010 年度からは、研

究者養成コース博士課程後期の充実と定員確保に向けて、大学院改革の議論を開始してい

る。 

なお、法学研究科では多くの留学生を受け入れている。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

想定する関係者は、国内外の法曹関係者・産業界・学界をはじめとする社会及び在学生

であり、その期待は、一般的な素養、人間性・人格の涵養、法学・政治学の基礎的な素養

を前提として、冷静で視野の広い社会科学的分析能力を培い、自主的に問題を発見し、そ

れを解決する方向性を探ることのできる、専門的な問題解決能力及び研究力量を備えた人

材の育成である。 

とくに、第２期は、日本および世界各国の法システムや政治システムについて専門的知

識を修得し、国際的に発信し、各国の問題解決を行うことのできる人材を養成すること、

体制移行国において法整備を担える人材を育成することに対する社会からの強い要請を受

けて、この新たな期待に応える取組を実施している。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点Ⅰ－１ 教育実施体制  

 

 (観点に係る状況) 

観点Ⅰ－１－① 教員組織編成や教育体制の工夫とその効果 

【教育プログラムとしての実施体制】 

教員は３つの教員グループ（公法・政治、民事法・刑事法、基礎法・社会法等）に

所属し、授業計画、教員人事等について審議し、教授会に提案する。教育活動を展開

する上で必要な運営については、執行部と各種委員会の有機的・機動的連携体制によ

ってなされるが、とくに教員組織、人事計画については、教員グループの代表者と執

行部からなる将来計画検討・人事委員会において方針を決定している。 

 教育の一環として、大学院生と教員が共同で研究する機会を設けている。  
 

資料Ⅰ－１－①－１： 研究科の内部構成（教員グループ別名簿） 各年５月現在 

  ［出典：教員グループ名簿から作成］ 

 

公法・政治教員グループ 

 教授 准教授 

計 

憲
法 

行
政
法 

国
際
法 

租
税
法 

西
洋
政
治
思
想
史 

政
治
学 

国
際
政
治
学 

行
政
学 

日
本
政
治
史 

西
洋
政
治
史 

東
洋
政
治
思
想
史 

計 

国
際
法 

行
政
法 

憲
法 

東
洋
政
治
思
想
史 

西
洋
政
治
思
想
史 

地
方
自
治
論 

2010 年度 14 ２ ２ １ １ １ ２ ２ １ １ １ ４ １ １ １ １ 

2011 年度 15 ２ ２ ２ １ １ ２ ２ １ １ １ ３ １ １ １ 

2012 年度 15 ２ ３ ２ １  ２ ２ １ １ １ ２  １ １ 

2013 年度 16 ３ ３ ２ １  ２ ２ １ １ １ １    １

2014 年度 16 ３ ３ ２ １  ２ ２ １ １ １ ２    １ １

2015 年度 15 ３ ２ ２ １  ２ ２ １ １ １ ２    １ １

 
 

民法・刑事法教員グループ 

 教授 准教授 

計 

民
法 

民
事
訴
訟
法 

商
法 

刑
法 

   

計 

民
法 

民
事
訴
訟
法 

商
法 

刑
法 

刑
事
訴
訟
法 

 

2010 年度 10 ４ ２ ３ １  ７ ２ １ １ ２ １  

2011 年度 11 ４ ３ ３ １  ７ ２ １ ２ ２  

2012 年度 11 ４ ３ ３ １  ７ ２ １ ２ ２  

2013 年度 10 ４ ３ ３ １  ７ ２ １ ２ ２  

2014 年度 12 ５ ２ ３ ２  ５ １ １ １ ２  

2015 年度 12 ５ ２ ３ ２  ５ １ １ １ ２  
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基礎法・社会法等教員グループ 

 

教授 准教授 

計 

法
情
報
学 

法
情
報
教
育
論 

ロ
シ
ア
法 

ア
ジ
ア
法 

法
哲
学 

日
本
法
制
史 

西
洋
法
制
史 

労
働
法 

知
的
財
産
法 

法
社
会
学 

中
国
法 

国
際
私
法 

環
境
法 

経
済
法 

社
会
保
障
法 計 

比
較
法 

法
情
報
学 

法
哲
学 

経
済
法 

社
会
保
障
法 

知
的
財
産
法 

法
社
会
学 

ロ
シ
ア
法 

2010 年度 11 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ ５ １ １ １ １ １

2011 年度 12 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ ５ １ １ １ １ １

2012 年度 10 １ １  １ １ １ １ １ １ １ １ ５ １  １ １ １ １

2013 年度 10    ２ １ １ １ １ １ １ １ １ ４ １    １ １ １

2014 年度 12  １  １ ２ １ １ １ １ １ １ １ １ ５ １    １ １ １ １

2015 年度 13  １  １ ２ １ １ １ １ １ １ １ １ １ ４ １    １ １ １

 

 

資料Ⅰ－１－①－２： 専攻別大学院学生定員と現員 （2015 年５月１日現在） 

［出典：学生数調等］ 

 

専攻 コース 

M1 M2 合計

定員 現員  
留 学 生 数  
（ 内 数 ）  

定員 現員
留 学 生 数
（ 内 数 ）

定員 現員
留 学 生 数  
（ 内 数 ）  

総合法政
専攻 

研 究 者 養
成 コ ー ス  

   ２ １ ２ １ 

応 用 法 政
コ ー ス  

 ９ ５ ９ ５ 18 10 

国 際 法 政
コ ー ス  

 31 30 38 35 69 65 

合計 35 40 35 35 49 41 70 89 76 

 

専攻 コース 

D1 D2 D3 合計

定員 現員  
留 学 生 数  
（ 内 数 ）  

定員 現員
留 学 生 数
（ 内 数 ）

定員 現員
留 学 生 数  
（ 内 数 ）  

定員  現員
留 学 生 数
（ 内 数 ）

総合法政
専攻 

研 究 者 養
成 コ ー ス  

 ５ １ ２ 11 ４  18 ５

応 用 法 政
コ ー ス  

   ３   ３

国 際 法 政
コ ー ス  

 14 12 ４ ３ 11 11  29 26

合計 17 19 13 17 ６ ３ 17 25 15 51 50 31

 

 

 

 

【組織体制】  

将来計画検討・人事委員会において、部局全体の教員配置を総合的に検討している。

年齢構成に偏りはなく、女性教員の比率も高いなど、適切な組織体制を構築している。

外国人教員は３名在籍しており（2015 年５月現在）、また、英語力の高い教員を積極
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的に採用している。 

  

資料Ⅰ－１－①－３： 教員数一覧（2010-2015 年度、 各４月１日現在） 

                            ［出典：定員現員表］ 

 

年度 教授 准教授 講師 助教 助手 

2010 39 15[３] １ -- ２ 

2011 41[１] 15[２] １ １ ３ 

2012 40 14[３] ２ １ ２ 

2013 39[１] 12[２] ２ １ ２ 

2014 43[１] 12[２] ２ <１> ２ 

2015 42[１] 12[１] ２ ０ ２ 

［ ］協力講座教員数（CALE 所属、外数）、 

＜ ＞総長管理定員(三種)、外数  ［期間：2013.10.01～2015.03.31］ 

 

資料Ⅰ－１－①－○： （後掲） 女性教員比率（各年度５月１日現在） p.19 

 

資料Ⅰ－１－①－○： （後掲） 外国人教員比率（各年度５月１日現在） p.19 

 

 

 

【学内連携】  

大学院国際開発研究科（GSID）および大学院環境学研究科の教員による講義を開設

している。学生の研究テーマにより、博士後期課程の指導については、GSID 教員と連

携し、効果的な指導を行っている。 

また、GSID 国際協力専攻の「ガバナンスと法プログラム」「平和構築プログラム」

「比較国際法政システム講座」の３講座が開設する授業科目を本研究科の授業科目と

みなしている。 

 

資料Ⅰ－１－①－４： GSID 教員との連携（副指導教員担当人数） 2010-2015 年度 

［出典：教授会資料等］ 

 

年度 人数 

2010 ３ 

2011 ４ 

2012 ７ 

2013 ９ 

2014 ６ 

2015 ３ 

 

 

 

【他大学との連携】  

2010 年度は法務省法務総合研究所と共催で、2011 年度以降は慶応義塾大学大学院

法務研究科と神戸大学大学院国際協力研究科を加えて、サマースクール「アジアの法

と社会」を開催してきている。国内外の大学院生との交流の機会にもなっている。 
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資料Ⅰ－１－①－５： サマースクール「アジアの法と社会」（アジア法整備支援に関わる研究者・実

務家によるセミナー）開催一覧（2010-2015 年度）および広報チラシ（2015 年度） 

［出典：CALE 現況調表、広報チラシ、CALE ニュースなどから作成］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広報チラシ（2015 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 開催日 タイトル 開催場所 参加人数

2010 8月9・10日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2010」
　　　サマースクール「アジアの法と社会2010」

名古屋大学 33

2011 8月8・9・10日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2011」
　　　　サマースクール「アジアの法と社会2011」

名古屋大学 35

2012 5月26日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2012」
　　　第1弾キックオフセミナー2012

慶應義塾大学 80

8月6日-8日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2012」
　　　サマースクール「アジアの法と社会2012」

名古屋大学 95

11月17日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2012」
　　　第3弾「法整備支援シンポジウム」

慶應義塾大学 40

2013 6月15日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2013」
　　　第1弾キックオフセミナー

慶應義塾大学 50

8月7日-9日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2013」
　　　サマースクール「アジアの法と社会2013」

名古屋大学 90

11月16日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2013」
　　　第3弾「法整備支援シンポジウム」

早稲田大学 75

2014 5月31日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2014」
　　　第1弾キックオフセミナー

弁護士会館（東京） 82

8月20日-23日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2014」
　　　サマースクール「アジアの法と社会2014」

名古屋大学 50

11月29日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2014」
　　　第3弾「法整備支援シンポジウム」

慶應義塾大学 47

2015 5月31日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2015」
　　　第1弾キックオフセミナー

梅田スカイビル（大阪） 35

 8月19日-21日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2015」
　　　サマースクール「アジアの法と社会2015」

名古屋大学 72

11月28日
連携企画「アジアのための国際協力in法分野2015」
　　　第3弾「法整備支援シンポジウム」

慶應義塾大学 65
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【外部組織との連携】  

読売新聞社の寄付講座として、「特別講義演習（比較アジア社会論）」（英語による

講義）を開設している。 

留学生を含めた大学院生についても、インターシップの充実に取り組んでいる。外

国の弁護士事務所での長期海外インターンシップも試みられている。 

 

資料Ⅰ－１－①－６： インターンシップ派遣一覧 （大学院生 2010-2015 年度） 

［出典：文系教務課、留学生担当講師室保管資料より作成］ 

 

年度 派遣数 

派遣先 

企業 法律事務所
省庁・ 

地方自治体
NPO 

2010 ７ ７    

2011 ９ ７  ２  

2012 ６ ６    

2013 ３ ３    

2014 ９ ７ ２   

2015 ５ ３ １  １ 

 

 

 

【国際性】  

国際法政コースを中心に多数の留学生を受け入れており、英語による講義も多数提

供している。「若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）」

により大学院生を海外パートナー機関に派遣してきた。 

海外の研究者の招聘や共同研究の実施、国際シンポジウムの開催、教員の海外派遣

なども積極的に行っている。また、JICA の法整備支援事業にも協力している。  
 

資料Ⅰ－１－①－７： 留学生受入状況（各年度５月現在） 

［出典：学生数調等］ 

 

年度  

Ｍ
１ 

Ｍ
２ 

計 Ｄ
１ 

Ｄ
２ 

Ｄ
３ 

計 大
学
院
研
究
生 

特
別
聴
講
生 

特
別
研
究
学
生 

計 総
計 

2010 国費 12 12 24 ９ ７ ６ 22 １ ０ 0 １ 47

 私費 17 21 38 ４ １ 11 16 ５ １ 2 ８ 62

 私費(NUPACE)   ３ 0 ３ ３

 計 29 33 62 13 ８ 17 38 ６ ４ 2 12 112

2011 国費 13 12 25 ６ ９ ７ 22 ０ ０ 0 ０ 42

 私費 19 19 38 ２ ４ ８ 14 ２ ２ 2 ６ 58

 私費(NUPACE) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ 1 ４ ４

 計 32 31 63 ８ 13 15 36 ２ ５ ３ 10 109

2012 国費 10 13 23 ５ ６ ９ 20 ０ ０ ０ ０ 43

 私費 17 22 39 ５ ２ ９ 16 ５ １ ０ ６ 61
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 私費(NUPACE) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ４ ９ ９

 計 27 35 62 10 8 18 36 ５ ６ ４ 15 113

2013 国費 ８ 10 18 ２ ５ ６ 13 ０ ０ ０ ０ 31

 私費 24 21 45 ３ ５ ９ 17 ４ 11 ０ 15 77

 私費(NUPACE) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 15 １ 16 16

 計 32 31 63 ５ 10 15 30 ４ 26 １ 31 124

2014 国費 16 ８ 24 ３ ２ ５ 10 ０ ０ ０ ０ 34

 私費 23 30 53 ０ ２ 12 14 ５ ９ ０ 14 81

 私費(NUPACE) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 12 １ 13 13

 計 39 38 77 ３ ４ 17 24 ５ 21 １ 27 128

2015 国費 14 16 30 ７ ３ ２ 12 ０ ０ ０ ０ 42

 私費 21 25 46 ４ ０ 13 17 ４ 11 ０ 15 78

 私費(NUPACE) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 16 ０ 16 16

 計 35 41 76 11 ３ 15 29 ４ 27 ０ 31 136

 

 

資料Ⅰ－１－①－８： 国別留学生数（各年度５月現在、学部生・学部非正規生・大学院非正規生を含

む） 

［出典：留学生調査等］ 

 

年度 

中
国 

韓
国 

台
湾 

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン 

カ
ン
ボ
ジ
ア 

ベ
ト
ナ
ム 

モ
ン
ゴ
ル 

ラ
オ
ス 

ミ
ャ
ン
マ
ー 

タ
イ 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

そ
の
他 

合
計 

2010 38 ８ 10 23 13 11 ５ ８ ４ １ ２ 17 140 

2011 36 ７ 11 22 13 ９ ２ 10 ４ ２ １ ７ 124 

2012 36 ７ 12 26 14 11 ２ ８ ５ ２ １ 14 138 

2013 38 10 10 25 15 11 ４ ６ ５ １ １ 19 145 

2014 39 14 ８ 27 18 10 ８ ４ ５ ２ １ 22 158 

2015 42 14 10 21 19 14 12 ４ ４ ２ ０ 28 170 
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資料Ⅰ－１－①－９： 大学院総合法政専攻［国際法政コース］開講科目一覧（2015 年度） 

［出典：  法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 19-25 頁］ 
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資料Ⅰ－１－①－10： 「若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）」による

派遣者一覧 

［出典： ITP 事務局作成資料より抜粋］  

 

年度 派遣者氏名 
派遣者 
所属 

職名等 派遣先機関 国・都市 派遣期間 

2009  水谷 仁 
大学院法
学研究科 

博士後期
課程１年

ハイデルベル
ク大学 

ドイツ・ハ
イデルベ
ルク市 

2009.09.02-12.17 
（107 日） 

 曽根 加奈子 
大学院法
学研究科 

博士後期
課程１年

チュラロンコ
ン大学人文学
部 

タイ・バン
コク市 

2009.08.10-03.27 
（230 日） 

  
バドボルド・
アマルサナー 

大学院法
学研究科 

外国人研
究員 

ワシントン大
学アジア法セ
ンター 

アメリ
カ・シアト
ル市 

2009.08.10-03.27 
（230 日） 

2010  傘谷 祐之 
大学院法
学研究科 

博士後期
課程３年

カンボジア王
立法経大学 

カンボジ
ア・プノン
ペン市 

2010.04.15-09.29 
（168 日） 

 大村 英弘 
大学院法
学研究科 

博士後期
課程２年

ロンドン大学
東洋アフリカ
学院 

イギリ
ス・ロンド
ン市 

2010.04.24-08.30 
（129 日） 

 高木 道子 
大学院法
学研究科 

博士後期
課程１年

ヘルシンキ大
学社会科学学
部 

フィンラ
ンド・ヘル
シンキ市 

2010.08.08-2011.07.31
（335 日） 

 砂原 美佳 

法政国際
教育協力
研究セン
ター 

ポスドク
研究協力
員 

ルンド大学法
学部 

スウェー
デン・ルン
ド市 

2011.03.12-2012.0210 
（336 日） 

2011  中山 顕 
大学院法
学研究科 

博士後期
課程３年

サンクト・ペ
テルブルグ大
学東洋学部 

ロシア・サ
ンクトペ
テルブル
グ市 

2011.10.10-2012.09  
（12 ヶ月） 

 
Odonkhuu 
Munkhsaikhan 

大学院法
学研究科 

外国人研
究員 

ワシントン大
学アジア法セ
ンター 

アメリ
カ・シアト
ル市 

2011.12.02-2012.09 
（10 ヶ月） 

 李 正吉 
学大学院
法学研究
科 

外国人研
究員 

ワシントン大
学ヘンリ
ー.M.ジャク
ソン国際学研
究科 

アメリ
カ・シアト
ル市 

2011.07.28-2012.03.28
（245 日） 

2012  伊藤 潤 
大学院法
学研究科 

ポスドク
研究協力
員 

ワシントン大
学アジア法セ
ンター 

アメリ
カ・シアト
ル市 

2012.08.04-2013.06.06
（307 日） 

 竹内 徹 
大学院法
学研究科 

博士後期
課程２年

ストラスブー
ル大学法学部

フラン
ス・ストラ
スブール
市 

2012.09.06-2013.02.28
（176 日） 

 
Umirdinov 
Alisher 

大学院法
学研究科 

博士後期
課程２年

ロンドン大学
東洋アフリカ
学院 

イギリ
ス・ロンド
ン市 

2012.01.31-2014.01.25
（360 日） 

2013  安田 理恵 
大学院法
学研究 

大学院研
究生 

アメリカン大
学法科大学院

アメリ
カ・ワシン
トン市 

2013.08.09-10.11 
（64 日） 

 楊 小萍 
大学院法
学研究 

博士後期
課程２年

ブリティッシ
ュ・コロンビ
ア大学 

カナダ・バ
ンクーバ
ー市 

2013.08.24-2014.01.13
（143 日） 

 
ネマトフ・ジ
ュラベック 

大学院法
学研究 

博士後期
課程３年

トロント大学
大学院 

カナダ・ト
ロント市 

2014.01.26-03.30 
（64 日） 
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資料Ⅰ－１－①－11： 年度別海外出張者数（教職員・特任教員含む）  

［出典：文系総務課保管資料より作成］ 

 

  2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 合計 

アジア 114 151 170 194 214 140 983 

北米 15 19 23 24 20 18 119 

中南米 
  

２ ２ 
 

１ ５ 

ヨーロッパ 71 63 90 82 83 45 434 

オセアニア １ ３ 12 
 

１ ２ 19 

中東 １ 
 

１ 
 

１ １ ４ 

アフリカ 
      

0 

その他 
      

0 

合計 202 236 298 302 319 207 1,564 

 

 

 

【教育・指導体制】 

主指導・副指導教員による緻密な指導体制、学生と教員の連携による共同指導体制

が組織され、院生は複数の観点からの研究指導を受けている。また、学位論文執筆プ

ログラムにしたがって研究をすすめ、教員・院生による研究会、論文執筆に取り組ん

でいる。第１期に開始した論文執筆プログラムを第２期ではさらに充実させ、１年に

１回の公開発表の義務化（中間発表会）、日本法教育研究センター出身者に対し CDS

（Critical Discussion Session）プログラムが実施されている。 

2013 年度から外国人教員を中心にアカデミック・ライティング・チームを作り、英

語で論文を執筆する大学院生に対し、入学直後から修士論文完成までのプロセスにお

いて、論文執筆の方法やルールを指導する態勢を整えた。 

なお、多様な留学生の教育にあたるため、指導の際の留意点などを示した「国際法

政コース留学生指導のためのガイドライン」を策定している。 
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資料Ⅰ－１－①－12： 論文執筆プログラム資料（修士論文・課程博士論文）  

［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 4-11 頁］  
 
修士論文執筆プログラム  
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課程博士論文執筆プログラム  
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資料Ⅰ－１－①－13： 国際法政コース留学生指導のためのガイドライン 

［出典：教授会資料］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学生支援】   

就職については、就職相談室を置き、個別就職相談や各種セミナー就職説明会、内

定者との懇談会等も実施して学生のキャリア支援・就職支援をきめ細かく行っている。 

留学生担当講師を置き、外国語による学習面・生活面のカウンセリングや支援を行

っている。 

ハラスメント受付窓口教員を置き、生活面等で悩みがあった場合は、適切な相談を

受けることができるよう配慮している。 

 

   

資料Ⅰ－１－①―14： 専門スタッフ（留学生支援室、就職相談室、情報化対策）の配置  

［出典：文系総務課保存資料から作成］  

 

分野 職名 人数 

留学生担当 講師 １ 

 事務補佐員 ４ 
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IT 担当 講師 １ 

就職担当 准教授 １ 

 事務補佐員（別職務と兼務） ２ 

教材作成支援 事務補佐員 １ 

 

 

 

 

観点Ⅰ－１－② 多様な教員の確保の状況とその効果  

【教育目的を実現するための教員構成】 

教育目的を達成するため、多様な人材の確保に努めている。年齢構成、女性教員比

率、外国人教員比率は、以下の資料の通りである。 

なお、研究科の教育に携わる外国人特任教員は、９名（2015 年５月）である。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－１ 研究科の内部構成（教員グループ別名簿） 各年５月現在 p.５ 

 

資料Ⅰ－１－②－１： 専任教員の年齢別構成分布（2015 年５月１日現在） 

［出典：文系総務課保存資料（人事システムデータ）から作成］  

 

年度 年齢 
教授 准教授 講師 助教 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

2010 ～29 歳   

 30～39 歳 ３ １ ９[１] ３[１]  

 40～49 歳 11 ２ １[１]  

 50～59 歳 16 ３ ２ １  

 60～63 歳 ３  

  計 33 ６ 12[２] ３[１] １  

2011 ～29 歳  １ 

 30～39 歳  １ 10 ２[１]  

 40～49 歳 14[１] ２ １[１]  

 50～59 歳 12 ４ ２ １  

 60～63 歳 ７  

  計 33[１] ７ 13[１] ２[１] １ １ 

2012 ～29 歳  １ 

 30～39 歳 ２ １ ９ ３[２] １  

 40～49 歳 14 ２ [１]  

 50～59 歳 11 ５ １ １  

 60～63 歳 ６ １  

  計 32 ８ 11[１] ３[２] ２ １ 

2013 ～29 歳  １ 

 30～39 歳 ３ [１] ７ ３[１] １  

 40～49 歳 14 ２ [１]  

 50～59 歳 12 ５ １ １  

 60～63 歳 ３ １  

  計 32 ７[１] ９[１] ３[１] ２ １ 

2014 ～29 歳   

 30～39 歳 ３ １ ５[１] ４  

 40～49 歳 14 ３ １ １  １
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 50～59 歳 12 ５ １[１] １  

 60～63 歳 ４[１] １ １  

  計 33[１] 10 ８[２] ４ ２  １

2015 ～29 歳   

 30～39 歳 １ １ ５ ３  

 40～49 歳 15[１] ４ ２ １  

 50～59 歳 ３ ３ １[１] １  

 60～63 歳 ５[１] ２ １  

  計 30[２] 10 ９[１] ３ ２  

［ ］協力講座教員数（CALE 所属、外数）  

 

 

資料Ⅰ－１－②－２： 女性教員比率（各年度５月１日現在）  

［出典：文系総務課保存資料 (講座別定員現員表 )から作成］  

 

区分／年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

教授 ６ ６ ８ ８ 10 10 

准教授 ４ ３ ５ ４ ４ ２ 

講師 １ ２ ２ ２ ２ ２ 

助教 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総計 11 11 15 14 16 14 

教員数総数（助手を除く） 54 55 53 50 53 52 

教 員 総 数 に 占 め る 女 性 教
員の割合（％） 

20.4% 20.0% 28.3% 28.0% 30.2% 26.9% 

 

 

資料Ⅰ－１－②－３： 外国人教員比率（各年度５月１日現在）  

［出典：文系総務課保存資料 (講座別定員現員表 )から作成］  

 

区分／年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

教授 ０ ０ ０ １ １ １ 

准教授 ３ ３ ３ ２ ２ ２ 

講師 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

助教 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総計 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

教員数総数（助手を除く） 54 55 53 50 53 52 

教 員 総 数 に 占 め る 外 国 人
教員の割合（％） 

5.6% 5.5% 5.7% 6.0% 5.7% 5.8% 
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資料Ⅰ－１－①－４：  定員現員表（2015 年４月現在） 

［出典：教授会資料］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-21－ 
 

観点Ⅰ－１－③ 入学者選抜方法の工夫とその効果 

【入学者確保】  

教育の基本方針に基づき、多様な入学者選抜方法を用いて、意欲のある多様な大学

院生の確保に努めている。特に多数の留学生を受け入れて、国際化を進めている。  
 

資料Ⅰ－１－③－１： 教育の基本方針（法学研究科） 

［出典：大学 HP「教育の基本方針」］ 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－③－２：学生定員と現員数（各年度５月現在）   

［出典：学生数調等］ 

 

定員 
Ｍ１ Ｍ２ 計 

35 35 70 

現員／充足率 現員 充足率 現員 充足率 現員 充足率

2010 年度 38 108.6 55 157.1 93 132.9

2011 年度 39 111.4 46 131.4 85 121.4

2012 年度 35 100 47 134.2 82 117.1

2013 年度 45 128.5 42 120.0 87 124.2

2014 年度 45 128.5 54 154.2 99 141.4

2015 年度 40 114.3 49 140.0 89 127.1

 
 

定員 
Ｄ１ Ｄ２ Ｄ３ 計 

17 17 17 51 

現員／充足率 現員 充足率 現員 充足率 現員 充足率 現員 充足率 

2010 年度 16 94.1 13 76.5 36 211.8 65 127.5 

2011 年度 12 70.6 16 94.1 36 211.8 64 125.5 

2012 年度 12 70.6 11 64.7 40 235.3 63 123.5 

2013 年度 ５ 29.4 12 70.5 36 211.7 53 103.9 

2014 年度 ６ 35.2 ４ 23.5 31 182.3 41 80.3 

2015 年度 19 111.8 ６ 35.3 25 147.1 50 98.0 

 
 
［前掲］資料Ⅰ－１－①－７： 留学生受入状況（各年度５月現在） p.９ 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－８： 国別留学生数（各年度５月現在、学部生・学部非正規生・大学院非正

規生を含む） p.10 

 

 

 

【入学者選抜】 

教育の基本方針に基づいて、一般選抜入試、留学生特別選抜の各入試が実施されて

いる。すべての入試において、筆記試験のみならず、面接が行われている。優秀で多

様な留学生を確保するため、現地面接やテレビ会議システムを利用した選抜を行って
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いる。 

 

資料Ⅰ－１－③－３： 大学院入学選抜実施一覧 

［出典：入試関係調査等］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【多様な学生の入学】  

前述の通り、多様な大学院生を確保するための試験制度を整備している。また、留

学生担当講師室や各国の日本法教育研究センターと連携して、優秀な留学生の確保に

努めている。 
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［前掲］資料Ⅰ－１－①－８： 国別留学生数（各年度５月現在、学部生・学部非正規生・大学院非正

規生を含む） p.10 

 

 

 

 

観点Ⅰ－１－④ 教員の教育力向上や職員の専門性向上のための体制の整備とその効 

果 

【FD】  

継続的に FD を実施して、授業改善や大学院生への適切な対応のための体制の整備

に努めている。 

教員の教育力・研究力の向上を目的として、サバティカル制度を運用し、若手研究

者については海外留学を奨励している。 

 

  

資料Ⅰ－１－④－１： ファカルティ・ディベロップメントの取組  

［出典：文系総務課保存資料（教授会議題メモ）を基に作成］  

 

 

年度 開催日 時間 内  容 

2010  

４月 21 日（水） 13:00-14:00
留学生教育について 
  奥田沙織 講師（留学生担当） 

５月 19 日（水） 13:00-14:00
就職について 
  中野富夫 准教授（就職担当） 

10 月 13 日（水） 13:00-13:15
情報セキュリティ自己点検実施について 
  富崎おり江 特任講師（情報担当） 

１月 19 日（水） 13:00-13:15
シラバスシステム入力 FD 
  富崎おり江 特任講師（情報担当） 

３月９日（水） 13:00-14:00
大学院改革について 
  菅原郁夫 教授 

（大学院学務委員、第 2 次拡大学務 WG） 

2011 

６月 22 日（水） 14:00-15:00

日本法教育研究センターからの留学生受入れをめぐる現
状と問題点について 
  金村久美 特任講師 

（日本法教育研究センター） 

９月 14 日（水） 13:00-14:00

学生のメンタルヘルスについて －精神医学的観点から
みた問題の現況と対策の模索－特に法科大学院生に向け
て 

津田  均  准教授（名古屋大学学生談総合センター
メンタルヘルス部門） 

12 月 14 日（水） 13:00-14:00

キャンパスアジア、博士課程教育リーディングプログラム
について 

市橋克哉 教授（キャンパスアジア） 
松浦好治 教授（博士課程教育リーディング 

プログラム 

１月 18 日（水） 13:00-13:15
シラバスシステム入力 FD 

富崎おり江 特任講師（情報担当） 

2012 

５月 16 日（水） 13:00-13:40
外国人留学生に対する研究指導について 

宇田川 幸則教授（国際法政コース専門委員会） 
Carol Lawson 教授（アカデミックライティング担当）

7 月 11 日（水） 13:45-14:15
プロジェクト関係 ［国際関係プロジェクトの広報・情報
共有体制について］ 

大屋雄裕 准教授 

9 月 12 日（水） 13:30-14:00
変化を見逃さない学生対応とサポートの在り方 
  坂野尚美 特任准教授（留学生センターアドバイ 

ジング・カウンセリング部門）   
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11 月 14 日（水） 13:00-13:30
Academic Writing について 

松浦好治 教授(Academic Writing チーム) 

11 月 14 日（水） 13:30-14:00
広報体制の再編について 

宮木康博 准教授（広報委員長） 

１月 16 日（水） 13:00-13:15
シラバスシステム入力 FD 

富崎おり江 特任講師（情報化対策委員会）  

３月６日（水） 13:00-14:00
学部教育改善・大学院改革について 
  本 秀紀 教授（総合法政専攻長） 

2013 

６月 19 日（水） 13:40-14:10

アカデミック・ライティングの新しいサービス体制につい
て 
  松浦好治 特任教授（博士課程教育リーディング 

プログラム） 

７月 10 日（水） 13:00-13:30
受入学生の教育について 

  キャンパス・アジア 

11 月 13 日（水） 13:20-14:00
アカデミック・ライティング 

松浦好治 特任教授（博士課程教育リーディング 
プログラム） 

１月 15 日（水） 13:00-13:30
シラバスの入力について 

富崎おり江 特任講師（情報担当） 

２月 12 日（水） 13:10-14:00
成績不振学生への対応について 

名古屋大学学生相談総合センター  

2014 

５月 14 日（水） 13:50-14:10
海外拠点の活動状況について 

小畑 郁 教授（CALE センター長） 

11 月 19 日（水） 13:00-13:40
論文剽窃チェックツールの使い方 
  藤本 亮 教授 

Frank Bennett 准教授 

11 月 19 日（水） 13:40-14:00
リーディング大学院について 
  松浦好治 特任教授 

１月 14 日（水） 13:25-14:00
シラバスシステム入力 FD 
  富崎おり江 講師（情報担当） 

2015 

６月 17 日（水） 13:00-13:20
シラバスシステムの移行について 

富崎おり江 講師（情報担当） 

６月 17 日（水） 13:20-13:35
日本法教育研究センターにおける教育活動 
  大河内美紀 教授（海外拠点運営委員会） 

７月 29 日（水） 13:30-14:00
大学改革の中での科研費獲得の意義 
  藤巻 朗 副理事／工学研究科教授 

９月９日（水） 13:00-13:20
大学紹介ビデオの公開について 
  宮木康博 准教授（学部広報委員会） 

12 月９日（水） 13:00-13:20
「障害者差別解消法」について 

佐藤剛介 障害学生支援室（学生相談総合センター）
特任講師 

12 月９日（水） 13:20-14:00
シラバスシステムの改定について 
  富崎おり江 講師（情報担当） 

 

 

資料Ⅰ－１－④－２： サバティカル取得者一覧 

［出典：教授会資料］  

 

年度 教員Ｇ 職名 氏名 取得期間 

2011 民事法・刑事法 教授 中舍寛樹 通年 2011.04.01-2012.03.31 

 
公法・政治 教授 定形 衛 前期 2011.04.01-2011.09.30 



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-25－ 
 

 
公法・政治 准教授 稲葉一将 前期 2011.04.01-2011.09.30 

 
基礎法・社会法等 教授 石井三記 前期 2011.04.01-2011.09.30 

 
基礎法・社会法等 教授 鈴木將文 後期 2011.10.01-2012.03.31 

2012 民事法・刑事法 教授 千葉恵美子 通年 2012.04.01-2013.03.31 

 
民事法・刑事法 教授 酒井 一 通年 2012.04.01-2013.03.31 

 
民事法・刑事法 教授 橋田 久 通年 2012.04.01-2013.03.31 

 
公法・政治 教授 紙野健二 通年 2012.04.01-2013.03.31 

 
公法・政治 教授 増田知子 前期 2012.04.01-2012.09.30 

2013 民事法・刑事法 教授 渡部美由紀 通年 2013.04.01-2014.03.31 

 
公法・政治 教授 小畑 郁 前期 2013.04.01-2013.09.30 

 
公法・政治 教授 水島朋則 後期 2013.10.01-2014.03.31 

2014 民事法・刑事法 教授 丸山絵美子 後期 2014.10.01-2015.03.31 

 
公法・政治 教授 定形 衛 後期 2014.10.01-2015.03.31 

 
公法・政治 教授 愛敬浩二 後期 2014.10.01-2015.03.31 

 
基礎法・社会法等 教授 林 秀弥 通年 2014.04.01-2015.03.31 

2015 民事法・刑事法 教授 中東正文 通年 2015.04.01-2016.03.31 

 
民事法・刑事法 准教授 小島 淳 通年 2015.04.01-2016.03.31 

 
公法・政治 教授 後 房雄 後期 2015.10.01-2016.03.31 

 
公法・政治 教授 高橋祐介 通年 2015.04.01-2016.03.31 

 
基礎法・社会法等 教授 横溝 大 前期 2015.04.01-2015.09.30 

 

 

資料Ⅰ－１－④－３： 長期（1-2 年）海外留学者一覧 （2010-2015 年度） 

［出典：教授会資料］  

 

年度 人数 職名 氏名 国名 期間 

2010 ３ 教授 宇田川幸則 中国 2010.03-2011.03 

  教授 田村哲樹 オーストラリア 2009.09-2011.08 

  准教授 Kuong Teilee アメリカ 2009.08-2010.07 

2011 ２ 教授 三浦 聡 アメリカ 2011.08-2012.09 

  教授 田村哲樹 オーストラリア 2009.09-2011.08 

2012 １ 教授 三浦 聡 アメリカ 2011.08-2012.09 

2013 ０     

2014 １ 准教授 佐藤史人 ロシア 2014.12-2016.09 

2015 ２ 准教授 佐藤史人 ロシア 2014.12-2016.09 

  准教授 荒見玲子 アメリカ 2016.02-2018.02 

 

 

 

【教員評価】  

FD を毎年複数回開催し、シラバス作成方法、授業実施方法、成績評価方法について、

意見を交換している。 



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-26－ 
 

「授業・指導アンケート」を実施し、その結果を大学院学務委員会で検討して教育

内容の改善に努めてきた。2015 年度からは教授会で報告することにした。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－④－１： ファカルティ・ディベロップメントの取組 p.23 

 

資料Ⅰ－１－④－４： 授業・指導アンケート 

［出典：名古屋大学大学院法学研究科授業・指導アンケート］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【職員体制】  

留学生担当、IT 担当、就職担当等の専門スタッフを置き、学生・教員のニーズ等に

応えている。教材準備室を置いて教員の講義準備を支援している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－14： 専門スタッフ（留学生支援室、就職相談室、情報化対策）の配置 p.17 
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観点Ⅰ－１－⑤ 教育プログラムの質保証・質向上のための工夫とその効果 

【教学マネジメント体制】  

授業アンケートを実施し、その結果を学務委員会で検討し、解決すべき課題につい

ては教授会で審議・対応している。 

学務委員会、学生生活委員会等を設置し、教育の状況・成果に関する課題発見と解

決を進める体制を構築している。 

  

資料Ⅰ－１－⑤－１： 授業アンケートの実施状況  

［出典：文系教務課保管資料］  

 

年度 期 回答数 

2010 
前期 11 

後期 ６ 

2011 
前期 11 

後期 ６ 

2012 
前期 ７ 

後期 13 

2013 
前期 19 

後期 ８ 

2014 
前期 ６ 

後期 ５ 

2015 
前期 10 

後期 ８ 
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資料Ⅰ－１－⑤－２： 学務関係委員会（教務委員会、学生生活委員会等）の構成と委員数、開催数  

［出典：委員会資料等］  

 

委員会名 構成 
人数 

（教員）

開催数 

2010 2011 2012 2013 2014 2015

大学院（総合法政）学
務委員会 

総合法政専攻長、国際法
政コース専門委員、留学
生担当講師、教員、文系
教務課職員 

６ 14 12 11 11 14 19 

国際法政コース専門
委員会 

総合法政専攻長、教員、
留学生担当講師、文系教
務課職員 

７ － － － 10 10 ９ 

    

学生生活委員会 
教員（本部学生生活委員
を含む）、就職担当教員、
LS 学生生活委員 

６ 不明 不明 不明 ２ ２ ２ 

 

 

 

【外部評価・第三者評価】  

2014 年２月に「名古屋大学法学部教育研究アセスメント委員会」を実施し、その報

告書を公表した。 

 

資料Ⅰ－１－⑤－３： 外部評価、第三者評価の実施状況  

［出典：教育研究アセスメント委員会報告書］  

 

名称 教育研究アセスメント委員会 

開催日 2014 年２月６日（木） 14:00-17:30 

委員会メンバー 

Kent Anderson ［アデレード大学（オーストラリア）Pro 
Vice Chancellor (International)、教授］ 
柴田昌治［日本ガイシ株式会社 相談役］ 
滝澤三郎［東洋英和女学院大学 国際社会学部 教授］ 
長嶺安政［外務省 外務審議官］ 
古都賢一［厚生労働省 大臣官房審議官］ 
宮川光治［宮川・末次法律事務所 弁護士］ 
吉田守孝［トヨタ自動車株式会社 常務役員］ 

研究科出席者 
執行部、各学務委員長、国際プログラム担当者、就職担当教
員、留学生担当講師、情報担当講師、文系事務部長 

内容 

1.研究科長挨拶 
2.法学研究科関係者、教育研究アセスメント委員の紹介 
3.法学研究科の教育・研究の説明 
4.意見交換 
5.見学 
6.懇談 

備考 

実施に先立ち、以下の自己評価書を発行 
○自己点検・評価報告書「名古屋大学大学院法学研究科・法
学部の現況（2008 年４月～2011 年３月）」 
○自己点検・評価報告書「名古屋大学大学院法学研究科・法
学部の現況（2010 年４月～2013 年３月）」 
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資料Ⅰ－１－⑤－４： 教育研究アセスメント委員会報告書（表紙） 

［出典：教育研究アセスメント委員会報告書］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関係者の意見聴取】  

授業アンケートを実施している他、教育成果調査（後述）を行っている。 

  

［前掲］資料Ⅰ－１－⑤－１： 授業アンケートの実施状況 p.27 

     

 

 

【教育改善の取組】  

博士課程リーディングプログラムの開始とともに、アカデミック・ライティング・

チームを作り、英語で論文を執筆する大学院生に対する教育を改善した。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－13： 国際法政コース留学生指導のためのガイドライン p.17 

 

 

 

【教育情報の発信】  

  法学研究科のイベントやニュース、本学スタッフ新刊書紹介などを伝える「LAWING」

を年１回発行し、法学部のウェブサイトでも公開している。「法と政治を学ぶ」を毎年

発行し、法学研究科の教育理念・特色、学生生活、ゼミナール、国際交流などを、広

く学外にも紹介している。また、法学研究科のウェブサイトにおいて、適宜情報を発

信している。 
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資料Ⅰ－１－⑤－５： 「LAWING」、「法と政治を学ぶ」 

［出典：「LAWING」41・42 合併号、「法と政治を学ぶ」2016 年度版］  

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－１－⑤－６： 法学研究科ウェブサイト 

［出典：名古屋大学法学部・法学研究科ウェブサイト 

http://www.law.nagoya-u.ac.jp/］ 
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(水準) 期待される水準にある。 

 

(判断理由)   

「教育実施体制」については、教育体制の工夫と効果という点では、修士論文および博

士論文の質を確保する体制の整備を推進し、その効果が表れてきている段階にある。アカ

デミック・ライティングの指導体制の整備がその顕著な例である。 

多様な教員の確保という点では、法学・政治学の領域では人材確保が困難である外国人

教員の採用を、質を落とさない形で実現した。優秀な女性教員の確保という点でも顕著な

成果を上げている。 

入学者選抜については、とりわけ留学生選抜において工夫と努力を重ね、一定の質を確

保している。教育力・専門性の向上、教育プログラムの質保証という点では、授業評価や

修了生評価を実施している。 

したがって、観点Ⅰ－１における分析結果から、法学研究科が想定する関係者から期待

される水準にある。 
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観点Ⅰ－２ 教育内容・方法 

 

 (観点に係る状況) 

観点Ⅰ－２－① 体系的な教育課程の編成状況 

【養成する能力等の明示】 

教育の基本方針、教育目標、特徴やカリキュラム等をウェブサイト、募集要項、学

生便覧、パンフレット等に明記している。学生便覧には、履修案内、履修の手引き等

を示すことで、具体的・体系的に目標として掲げた能力や知識の獲得がはかられるよ

うにしている。 

 

資料Ⅰ－２－①－１：  教育研究体制の概要 

［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 2-3 頁］  
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【カリキュラムの体系性】  

研究者養成コースの授業科目「―研究」「―特殊研究」では国内外の研究水準の獲

得を目指した授業内容を維持しており、応用法政コースの授業科目「―総合研究」で

は研究と実務の有機的連携を踏まえた授業内容を提示している。国際法政コースでは、

「比較―専門研究」といった授業科目では比較法、比較政治について広範な授業が展

開されている。また、「アカデミック・ライティングⅠ」を必修科目として論文執筆の

基礎を教えている。 



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-35－ 
 

資料Ⅰ－２－①－２： 開講科目一覧（2015 年度） 

［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 12-25 頁］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-36－ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-37－ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅰ 

－6-38－ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実務と連結した教育】  

国際法政コースに、読売新聞社の寄付講座である「特別講義演習（比較アジア社会

論）」や、愛知県弁護士会と連携した「特別講義演習（日本の司法機関）」を開講して

いる。 

他に、サマースクール「アジアの法と社会」や、国内外でのインターンシップの機

会もある。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－５： サマースクール「アジアの法と社会」（アジア法整備支援に関わる研

究者・実務家によるセミナー）開催一覧（2010-2015 年度）および広報チラシ（2015 年度） p.８ 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－６： インターンシップ派遣一覧 p.９ 

 

 

 

【学際的教育】 

実務家と連携した講義や、学際的な講義を提供している。また、他研究科の科目履

修を 10 単位まで修了単位として認めている。 

憲法、行政法、外国法を専攻する大学院生が主体となって、法学・政治学等様々な

分野の研究者を招へいして行う集中講義を継続している。政治学分野の大学院生につ

いても、同様の集中講義が提供されている。 

また、「PhD プロフェッショナル登龍門」に参加して、専門を異にする大学院生との

研究交流を行う機会が提供されている。 
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資料Ⅰ－２－①－３： 学際的な講義一覧  

［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 12-25 頁］ 

 

科目名 開講時期 単位数 

応用法政情報論研究 前期 ２ 

法政情報処理研究 後期 ２ 

法情報統合論研究 後期 ２ 

立法政政策論基礎研究 後期 ２ 

 

 

資料Ⅰ－２－①－４： 大学院生が主体となって実施した集中講義一覧 

［出典：文系教務課保存資料より］  

 

年度 科目名 単位数 教員名（所属） 

2010 
憲法研究Ⅲ ２ 毛利 透（京都大学大学院法学研究科 教授） 

現代政治学研究 ２ 杉田 敦（法政大学法学部 教授） 

2011 
行政法研究Ⅳ ２ 亘理 格（北海道大学大学院法学研究科 教授）

現代政治学研究 ２ 千葉 眞（国際基督教大学教養学部 教授） 

2012 
国際政治研究Ⅲ ２ 古矢 旬（北海商科大学 教授） 

憲法研究Ⅱ ２ 國分典子（筑波大学社会学類 教授） 

2013 
憲法研究Ⅱ ２ 市川正人（立命館大学法科大学院 教授） 

現代政治学研究 ２ 宮本太郎（中央大学法学部 教授） 

3014 
行政法研究Ⅳ ２ 前田雅子（関西学院大学法学部 教授） 

現代政治学研究 ２ 齋藤純一（早稲田大学政治経済学術院 教授 

2015 
現代比較法研究 ２ 水林 彪（早稲田大学法学学術院 特任教授） 

現代政治学研究 ２ 宇野重規（東京大学社会科学研究所 教授） 

 

 

資料Ⅰ－２－①－５： 「PhD プロフェッショナル登龍門：フロンティア・アジアの地平に立つリーダ

ーの養成」参加学生数一覧 

［出典：PhD プロフェッショナル登龍門関係資料等］  

 

年度 人数 

2010 ―― 

2011 ―― 

2012 ―― 

2013 ０ 

2014 ３ 

2015 ３ 

     （2013 年度から実施：各年度５月１日時点での参加人数） 

 

 

 

 

観点Ⅰ－２－② 社会のニーズに対応した教育課程の編成・実施上の工夫 

【社会人向けプログラム】 
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応用法政コースの修士課程では、中間報告書の提出を課して、論文執筆能力の涵養

を図っている。また、博士課程では、外国文献の利用を必須としないなど、コースの

特性を反映したカリキュラムとなっている。  
 
資料Ⅰ－２－②－１： 論文執筆プログラム（応用法政コース） 

                  ［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 ８ -９頁］ 
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【大学院生のノンアカデミックキャリアに対応する能力養成】  

インターンシップの機会を提供し、留学生に対してもその機会を提供している。 

博士課程教育リーディングプログラムでは、海外インターンシップや海外講演への

参加を推奨しており、派遣された大学院生の活動は高く評価されている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－６： インターンシップ派遣一覧 p.９  

 

資料Ⅰ－２－②－２： リーディングプログラム学生の活躍状況 

［出典：リーディング大学院事務局作成資料より抜粋］  

 

② 海 外 イ ン タ ー ン シ
ッ プ 受 入 れ 先 か ら 高
い評価 

2015 年 １ 月 、 長 期 イ ン タ ー ン シ ッ プ 先 の Kochanski Zieba Rapala and 
Partners 弁護士事務所（ポーランド・ワルシャワ）の投資仲裁チームと共
に、国際商事契約の会議（参加者約 50 名）に招待され”the issue of drafting 
commercial contracts and its impact on jurisdiction of international 
arbitration tribunal”についての発表を行い、事後評価で、10 ポイント中
8.7 ポイントを獲得し、最高位の評価を得た。 

③ 海 外 の 大 学 か ら 高
い評価 

2015 年６月 パリ大学での国際会議（ソルボンヌ大学とフォーダム・ロー・
スクールの共催）に応募し、研究テーマ“An Internet Financial System 
Regulation Study”の報告が認められた。同時に旅費等の支給を受けるなど
の高い評価を受けた。また、Cambridge 大学の研究センター(Judge Business 
School 附属）から、「アジアのクラウド・ファイナンス体制の調査研究ー台
湾、中国、タイ」の研究参加に招待された。 

② 海 外 イ ン タ ー ン シ
ッ プ 受 入 れ 先 か ら 高
い評価 

Australian National University は 、 College of Asia & the Pacific 
Regulatory Institutions Network (RegNet)の機関であり、ANU から「オー
ストラリア政府による南太平洋島嶼国家群に対する 法整備支援に関する調
査研究」の客員研究員に選抜され、2015 年８月一ヶ月間調査員として招待を
受けた。 

④講演者・招聘者から
高い評価 

2015 年６月、オランダ・アムステルダム大学で行われた「IACL Conference」
（国際消費者法学会）に学生 1 名が招待されて発表を行った。タイトルは
"Interpretation of Justice and Legal Imagination: A Comparative 
Research on Consumer Collective Redress in East Asia"で、日中韓台の 4
か国・地域の特徴を論じたものである。高い評価を受けて旅費や滞在費が委
員会から支給された。 

 

 

 

 

観点Ⅰ－２－③ 国際通用性のある教育課程の編成・実施上の工夫 

【グローバル人材養成】  

民主化、市場経済体制へと移行するアジア諸国の法律・政治制度に関する法整備支

援活動の一環として、これらの国々からの留学生を多数受け入れ、英語による教育を

提供してきている。また、各国に日本法教育研究センターを開設し、日本語による日

本法教育を通じた人材養成を行っている。  

海外パートナー機関への派遣事業（ ITP）や卓越プログラムによる海外派遣、およ

びリーディングプログラムによる海外研修等を通じて人材育成を行っている。また、

アジアサテライトキャンパス学院では、自国で在職しながら博士号を取得できるプロ

グラムを提供している。  

「頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラム」によって、若手を中心に

多数の教員を海外に派遣し、グローバル人材養成に資する研究教育能力の向上に努め

た。  
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資料Ⅰ－２－③－１： 外国語（英語）による授業一覧   

［出典：履修登録関係資料］  

 

科目名 

前
後
期
別 

単
位 

受講者数 

備考 
2010 2011 2012 2013 2014 2015

研究方法論Ⅰ［必修］  後 ２ 19 24 23 33 17 20 
以下、開講期は 2012
年度のもの 

研究方法論Ⅱ          
通
年 

２ 10 16 17 19 26 18   

研究方法論Ⅲ          
通
年 

２ 14 13 17 17 21 14   

現代基礎法学専門研究  前 ２ ６ ６ 10 ４ ３ ３   

比較法哲学専門研究    前 ２ ９ 11 ― － ― ３ 
「 比 較 法 哲 学 専 門
研究Ⅰ」へ科目名変
更 

比較憲法専門研究      前 ２ 10 13 15 11 10 12   

比較行政法専門研究    後 ２ ８ 12 ６ ８ ８ 11   

国際法専門研究        前 ２ 13 9 ９ ５ 10 12   

国際人権法専門研究Ⅰ  
集
中 

２ ８ 10 ４ ５ ６ ４   

国際人権法専門研究Ⅱ  後 ２ ４ ２ ２ ２ ５ １   

国際経済法専門研究Ⅰ  前 ２ 11 12 11 ５ 17 10   

国際経済法専門研究Ⅱ  後 ２ ８ ５ ５ ２ ４ ８   

比較民事法専門研究Ⅰ  
集
中 

２ 12 17 15 12 17 ４ 2008 年度開講せず 

比較民事法専門研究Ⅱ  
集
中 

２ ９ 13 11 ８ 16 ７ 
2007、2009 年度開講
せず 

比較刑事法専門研究    
集
中 

２ ３ 10 ６ ５ ４ ５   

比較司法制度専門研究  
集
中 

２ ６ 13 ６ ３ ９ ６   

比較企業法専門研究Ⅰ 
集
中 

２ ７ ― ６ － 12 - 隔年開講 

比較企業法専門研究Ⅱ 
集
中 

２ － ９ － ３ ― ２ 隔年開講 

比較政治専門研究Ⅰ    後 ２ ４ ３ １ － 10 - 2013 年度開講せず 

比較政治専門研究Ⅱ    後 ２ ５ ４ ２ － ０ - 2013 年度開講せず 

比較行政学専門研究 後 ２ 10 － ３ － １ - 隔年開講 

比較政治理論専門研究  後 ２ ２ ２ ― ３ ―  
2012 年度開講せず，
2014 年度開講せず 

特別講義演習Ⅲ（企業
法務） 

後 ２ 9 9 ― － ― - 
科 目 名 変 更 ， 2014
年度開講せず 

特別講義演習（国際交
渉論） 

後 ２ ８ ７ ３ ３ ２ ５   

特別講義演習（比較ア
ジア社会論） 

後 ２ ９ ９ ６ 13 14 10   

特別講義演習（日本の
司法機関） 

後 ２ ３ 12 11 21 24 17   
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特別講義演習（国際交
渉研究Ⅰ） 

前 ２ ― ― ― － ― - 
2008 年 度 よ り 開
講、,2009 年度以降
開講せず 

特別講義演習（国際交
渉研究Ⅱ） 

  ２ ― ― ― － ― - 
2007 年度以降開講
せず 

特別講義演習（途上国
の法曹・企業倫理） 

後 ２ ３ ２ ― － ― - 
「 比 較 法 哲 学 専 門
研究Ⅱ」へ科目名変
更 

特別講義演習（日本の
社会と法） 

前 ２ 
   

11 11 13 2013 年度より開講 

特別講義演習（国際環
境法） 

前 ２ 
   

４ ５ ３ 2013 年度より開講 

特別講義演習（民事裁
判法入門） 

集
中 

２ 
   

12 7 １ 2013 年度より開講 

国際環境法研究 
通
年 

４ ― ― － － ― - 
担 当 者 退 職 の た め
開講せず 

特別講義演習（比較法
政演習Ⅰ） 

後 ２ 14 ９ 18 27 18 17 2007 年度より開講 

特別講義演習（比較法
政演習Ⅱ） 

前 ２ 18 26 20 19 19 12 2007 年度より開講 

特別講義演習（比較法
政演習Ⅲ） 

前 １ 
     

 2007 年度より開講 

特別講義演習（日本の
法システム） 

前 ２ 18 15 18 10 12 10 2009 年度より開講 

比較法哲学専門研究Ⅰ 前 ２ 
  

13 ９ ４ ３ 2012 年度より開講 

比較法哲学専門研究Ⅱ 後 ２ 
  

１ ３ １ ４ 2012 年度より開講 

特別講義演習 （企業法
務） 

後 １ 
  

３ － ― - 
2012 年度より開講、
2013 年度開講せず、
2014 年度開講せず 

特別講義演習 （国際私
法） 

後 ２ 
  

５ 13 ９ - 2012 年度より開講 

特別講義演習（EU 法及
び EU 労働法） 

後 ２ 
   

９ ― - 2013 年度開講 

プロジェクト・マネジ
メントⅠ 

秋 ２ 
  

５ ６ ７ ６ 2012 年度より開講 

アカデミック・ライテ
ィングⅠ 

秋 ２ 
  

５ ６ ５ ５ 2012 年度より開講 

比較法共同研究入門 秋 ２ 
  

５ ７ ７ ７ 2012 年度より開講 

比較政治共同研究入門 秋 ２ 
  

５ ６ ８ ６ 2012 年度より開講 

法移植論 秋 ２ 
   

５ ６ ７ 2013 年度より開講 

共同研究実習Ⅰ 春 ２ 
   

５ ６ ７ 2013 年度より開講 

共同研究実習Ⅱ 秋 ２ 
   

５ ６  2013 年度より開講 

共同研究実習Ⅲ 春 ２ 
   

－ ５ ６ 2014 年度より開講 

国際法政演習Ⅰ 
集
中 

４ 
   

５ ６ ５ 2013 年度より開講 

国際法政演習Ⅱ 
集
中 

４ 
   

- ５ ６ 2014 年度より開講 

特 別 講 義 演 習 (Legal 
Transformation in 
Japan during the 
Early Period of the 
Allied Occupation) 

秋 １ 
  

５ ５ ２ ０ 2012 年度より開講 
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特別講義演習（アジア
家族法） 

秋 １ 
   

２ ６ ５ 2013 年度より開講 

オンデマンド型演習 秋 １ 
  

５ ３ ４ ０ 2012 年度より開講 

オンデマンド型演習 秋 １ 
  

５ ５ ６ ０ 2012 年度より開講 

オンデマンド型演習 秋 １ 
  

４ - - ０ 2012 年度より開講 

オンデマンド型演習 春 １ 
    

１ ０ 2012 年度より開講 

オンデマンド型演習 春 １ 
    

１ ０ 2012 年度より開講 

オンデマンド型演習 春 １ 
    

５ ０ 2012 年度より開講 

プロジェクト・マネジ
メントⅡ 

秋 ２ 
    

５ ４ 2014 年度より開講 

アカデミック・ライテ
ィングⅡ 

秋 ２ 
    

５ ５ 2014 年度より開講 

 

 

資料Ⅰ－２－③－２： 日本法教育研究センター概要 

［出典：法政国際教育協力研究センターパンフレット 15-16 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－10： 「若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）」

による派遣者一覧 p.13 
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資料Ⅰ－２－③－３： 「卓越」プログラムによる派遣一覧  

［出典：卓越プログラム事務局作成資料より抜粋］ 

 

年度 派遣者氏名 所属 派遣先機関 国・都市 派遣期間 

2012 川島 佑介 
博士後期
課程３年 

Southwark Local History 
Library, British Library 
Newspapers Section 

イギリス 2013.02.03-02.16

 福田 真希 
博士後期
課程３年 

リール第２大学司法史研究
所、ノール県立古古文書館、
リール市立古文書館、パリ第
１大学、フランス国立公文書
館 

フランス 2013.02.06-02.28

 髙木 道子 
博士後期
課程３年 

議会図書館、ヘルシンキ大学
フィンラ
ンド 

2013.02.11-03.10

 NUTH SOTHEAVY 
博士後期
課程 1 年 

欧州評議会、フライブルク大
学、国連事務局・図書館、
Peace Palace 図書館 

フランス、
ドイツ、ス
イス、オラ
ンダ 

2013.02.16-03.10

 范  小梅 
博士後期
課程２年 

欧州評議会、フライブルク大
学、マックスプランク研究所

フランス、
ドイツ 

2013.02.16-03.04

 Ismatov Aziz 
博士後期
課程２年 

欧州評議会、フライブルク大
学 、 Institute for East 
European Law 

フランス、
ドイツ 

2013.02.16-03.04

 水谷 仁 
博士後期
課程３年 

ハイデルベルク大学、フンボ
ルト大学 

ドイツ 2013.02.23-03.06

 西山 真司 
博士後期
課程３年 

ハイデルベルク大学、フライ
ブルク大学 

ドイツ 2013.03.04-03.18

 Mihalyka Marta
博士後期
課程 1 年 

欧州司法裁判所図書館、欧州
委員会中央図書館、ルクセン
ブルク大学 

ルクセン
ブルク 

2013.03.14-03.27

 土志田 佳枝 
博士後期
課程３年 

パリ国立図書館 フランス 2013.03.16-03.29

 
Sapyazova 
Gyuzel 

博士後期
課程 3 年 

デュッセルドルフ大学、ハイ
デルベルク大学 

ドイツ 2013.03.15-03.29

 
RASULOV 
Muhammadjon 

博士後期
課程 3 年 

ロシア国立図書館、最高経済
学校、モスクワ国立大学 

ロシア 2013.03.01-03.17

 
Nematov 
Jurabek 

博士後期
課程３年 

ウクライナ最高行政裁判所、
ウクライナ政治・法研究セン
ター、レーニン図書館、モス
クワ国立大学、ボロオネジュ
大学 

ウクライ
ナ、ロシア 

2013.03.03-03.25

 中山 顕 
博士後期
課程３年 

ロシア国立公文書館、ロシア
国立図書館 

ロシア 2013.03.03-03.18

 
Zakirov 
Sherzod 

博士後期
課程 3 年 

ロシア国立図書館、モスクワ
教育委員会、ロシア民族図書
館、サンクトペテルブルク教
育委員会 

ロシア 2013.03.06-03.19

 坂野 啓一 
博士後期
課程３年 

議会図書館、国立公文書館 アメリカ 2013.02.11-03.04

 張 瑞輝 
博士後期
課程３年 

ワシントン大学法科大学院
アジア法センター、ワシント
ン州地方裁判所 

アメリカ 2013.02.21-03.08

 GULES Tugba 
博士後期
課程３年 

コーネル大学 アメリカ 2013.02.23-03.11

 
HANG Pheakdey 
Cheat 

博士後期
課程３年 

コーネル大学、ハーバード大
学 

アメリカ 2013.03.02-03.09
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 傘谷 祐之 
博士後期
課程３年 

カンボジア比較法学会、国立
公文書館 

カンボジ
ア 

2013.02.28-03.29

 曽根 加奈子 
博士後期
課程３年 

チュラロンコン大学、タマサ
ート大学 

タイ 2013.03.17-03.29

 
Sapyazova 
Gyuzel 

博士後期
課程３年 

北海道大学スラブ研究セン
ター 

日本（北海
道） 

2013.03.04-03.06

2013 鄭 双石 
博士後期
課程２年 

中国大飯店（Antitrust, 
Intellectual Property and 
Other Regulatory Issues 
for Initiating and 
Operating Outbound and 
Inbound Investments） 

中国 2013.09.15-09.18 

 
Nematov 
Jurabek 

博士後期
課程３年 

ボロネジュ大学（国際会議・
「ロシア連邦憲法およびそ
の国家構築、国家法体制の発
展への影響」） 

ロシア 2013.10.14-10.20 

 Ismatov Aziz 
博士後期
課程３年 

世界銀行（Global Forum on 
Law, Justice and 
Development） 

アメリカ 2013.11.17-11.24 

 鄭 双石 
博程後期
課程２年 

台銘伝大学（国際シンポジウ
ム 「金融法と競争法規制の
交錯」） 

台湾 2013.11.22-11.25 

 巫 昆霖 
博士後期
課程１年 

台銘伝大学（国際シンポジウ
ム 「金融法と競争法規制の
交錯」） 

台湾 2013.11.22-11.25 

 髙木道子 
博士後期
課程３年 

ヘルシンキ大学社会学部、国
立図書館 

フィンラ
ンド 

2014.03.02-03.16 

 
Rakhmatullaev 
Laziz 

博士後期
課程１年 

Fontainebleau Miami Beach
（CFA'S Factoring World 
2014） 

アメリカ 2014.03.04-03.09 

 陳 皓芸 
博士後期
課程３年 

国家図書館、台湾大学図書館 台湾 2014.03.06-03.09 

 Ismatov Aziz 
博士後期
課程３年 

UCLA・Berkeley 大学 アメリカ 2014.03.17-03.26 

 張 晶 
博士後期
課程２年 

学習院大学（国際私法フォー
ラム・渉外判例研究会） 

日本(東
京) 

2013.09.21 

 陳 皓芸 
博士後期
課程３年 

早稲田大学（第 3 回グローバ
ル特許権行使戦略セミナー）

日本（東
京） 

2014.03.01 

 鄭 双石 
博士後期
課程２年 

ホテルグランドアーク半蔵
門（公正取引委員会競争政策
研究センター 
第 11 回国際シンポジウム—
デジタルエコノミー） 

日本（東
京） 

2014.03.14 

 鄭 双石 
博士後期
課程２年 

早稲田大学（グローバル化時
代における競争法の国際的
執行'会議） 

日本（東
京） 

2014.03.20 

 范 小梅 
博士後期
課程３年 

ウォーリック大学（学生交換
プログラム） 

イギリス 2014.02.10-02.25 

 張 晶 
博士後期
課程２年 

ウォーリック大学（学生交換
プログラム） 

イギリス 2014.02.07-02.21 
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資料Ⅰ－２－③－４： 博士課程教育リーディングプログラム概要  

［出典：博士課程教育リーディングプログラムウェブサイト 

http://www.law.nagoya-u.ac.jp/~leading/currentstudent-a.html］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅰ－２－③－５： アジアサテライトキャンパス学院概要 

［出典：事務局作成資料］  
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資料Ⅰ－２－③－６： 「頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラム」留学者一覧 

［出典：事業評価書より抜粋］  

 

年度 派遣者 職名 機関 国・都市 期間 

2010  三浦 聡 教授 

国連本部、ミシガン大
学、ノートルダム大学 
ル・サントル・シェラ
トン・モントリオール 

アメリカ・ニュー
ヨーク、アナーバ
ー、サウスベンド
カナダ・モントリ
オール 

2011.03.08－03.22 

 大屋雄裕 准教授 
ロンドン大学東洋アフ
リカ学院 

イギリス・ロンド
ン 

2011.03.09－03.29 

 中村真咲 
特任講
師 

ロンドン大学アジア・
アフリカ学院、エセッ
クス大学人権研究所 
モスクワ国立大学等 

イギリス・ロンド
ン、コルチェスタ
ー 
ロシア・モスクワ

2011.03.11－03.27 

 市橋克哉 教授 

ロンドン大学アジア・
アフリカ学院、エセッ
クス大学人権研究所、
モスクワ国立大学等 

イギリス・ロンド
ン・コルチェスタ
ー、ロシア・モス
クワ 

2011.03.17－03.27 

 中野妙子 准教授 ルンド大学 
スウェーデン・ル
ンド 

2011.03.27－04.11 

2011  姜 東局 准教授 中国人民大学法学院 中国・北京 
2011.04.07－07.03 
2011.07.07－08.06 

 中野妙子 准教授 ルンド大学 
スウェーデン・ル
ンド 

2011.05.02－06.03 
2011.07.10－09.24 
2012.02.21－04.12 

 林 秀弥 准教授 
ア ム ス テ ル ダ ム 大 学
(ACLE) 
ボン大学 

オランダ・アムス
テルダム 
ドイツ・ボン 

2011.05.18－05.23 

 林 秀弥 准教授 
ボン大学 
ロンドン大学東洋アフ
リカ研究学院（SOAS) 

ドイツ・ボン 
イギリス・ロンド
ン 

2011.06.29－07.04 

 三浦 聡 教授 
ニューヨーク市立大学
ラルフ・バンチ国際関
係研究所 

アメリカ・ニュー
ヨーク 

2011.09.01－1109 
2011.11.27－2012.02.19 
2012.02.29－03.31 

 大屋雄裕 准教授 
ワシントン大学ロース
クール 

アメリカ・シアト
ル 

2011.09.16－10.27 

 林 秀弥 准教授 ボン大学 ドイツ・ボン 
2011.09.21－09.25 
2012.01.08－01.23 

 中村真咲 
CALE
研究協
力員 

モンゴル日本大使館、
モンゴル国立大学法学
部、モンゴル行政裁判
所、他 

モンゴル・ウラン
バートル 

2012.01.22－02.01 
2012.02.26－03.04 

 大屋雄裕 准教授 
ロンドン大学東洋アフ
リカ学院 

イギリス・ロンド
ン 

2012.02.26－03.12 

 林 秀弥 准教授 

ボン大学法学部、フン
ベルト大学、マックス
プ ラ ン ク 比 較 法 研 究
所、欧州委員会、アム
ステルダム大学、 OECD
本部事務局 、クフォー
ドチャンス法律事務所 

ドイツ・ボン、ベ
ルギー・ブリュッ
セル、オランダ・
アムステルダム、
フランス・パリ・
デュッセルドルフ

2012.02.09－03.02 

 
コ ン ・ テ
イリ 

准教授 

カンボジア王立法経大
学・日本法教育研究セ
ンター、パニャサスト
ラ大学（カンボジア・
プノンペン） 

カンボジア・プノ
ンペン 

2012.02.25－30.31 
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 水島朋則 教授 
モンゴル国立大学法学
部、モンゴル国立法律
研究所 

モンゴル・ウラン
バートル 

2012.02.27－03.02 

 金 彦叔 
特任准
教授 

カンボジア王立法経大
学・日本法教育研究セ
ンター、パニャサスト
ラ大学（カンボジア・
プノンペン） 

カンボジア・プノ
ンペン 

2012.03.01－03.06 

 林 秀弥 准教授 パニャサストラ大学 
カンボジア・プノ
ンペン 

2012.03.03－03.06 

 横溝 大 教授 
リスボン国際法協会、
パリ 13 大学 

ポルトガル・リス
ボン、フランス・
パリ 

2012.0314－03.26 

 市橋克哉 教授 
サンクト・ペテルブル
グ大学東洋学部、パリ
13 大学 

ロシア・サンクト
ペテルブルグ、フ
ランス・パリ 

2012.03.14－03.25 

 牧野絵美 助手 
サンクト・ペテルブル
グ大学東洋学部、パリ
13 大学 

ロシア・サンクト
ペテルブルグ、フ
ランス・パリ 

2012.03.14－03.25 

 中村真咲 
CALE
研究協
力員 

公証人役場、ロンドン
大学東洋アフリカ学院 

フランス、イギリ
ス/ロンドン 

2012.03.19－04.02 

 杉浦一孝 教授 
カンボジア王立法経大
学・日本法教育研究セ
ンター 

カンボジア・プノ
ンペン 

2012.03.21－03.26 

 林 秀弥 准教授 

ボン大学、欧州委員会、
英国公正取引庁、マッ
クスプランク経済法・
知財法・租税法研究所 

ドイツ・ボン、ベ
ルギー・ブリュッ
セル、イギリス・
ロンドン・ミュン
ヘン 

2012.03.21－04.04 

 鮎京正訓 教授 パリ 13 大学 フランス・パリ 2012.03.22－03.25 

 小畑 郁 教授 パリ 13 大学 フランス・パリ 2012.03.22－03.25 

2012 三浦 聡 教授 
ニューヨーク市立大学
ラルフ・バンチ国際関
係研究所 

アメリカ・ニュー
ヨーク 

2012.04.01－06.11 
2012.09.20－2013.07.04 
2013.07.24－08.31 

 中野妙子 准教授 ルンド大学 
ス ウ ェ ー デ ン ･ル
ンド 

2012.04.01－04.12 
2012.05.10－06.10 
2012.07.15－09.30 

 姜 東局 准教授 中国人民大学 中国･北京 
2012.08.15－12.14 
2012.12.20－2013.02.20 
2013.02.27－03.28 

 林 秀弥 准教授 
河南財経政法大学法学
院 

中国・鄭州 2012.06.09－06.13 

 林 秀弥 准教授 UNCTAD 
スイス・ジュネー
ブ 

2012.07.08－07.15 

 中村真咲 研究員 
モンゴル国立大学法学
部 

モンゴル・ウラン
バートル 

2012.04.16－04.24 
2012.08.15－08.26 
2012.09.19－10.01 

 林 秀弥 准教授 
浙江理工大学、上海交
通大学 

中国・杭州、上海 2012.08.11－08.17 

 林 秀弥 准教授 

アメリカ反トラスト協
会、連邦取引委員会、
ジョージタウン大ロー
スクール 

アメリカ・ワシン
トン DC 

2012.08.20－08.25 

 市橋克哉 教授 
欧州評議会、フライブ
ルグ大学 

フランス・ストラ
ス ブ ー ル 、 ド イ
ツ・フライブルク

2013.02.16－02.23 
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 横溝 大 教授 

Societe de 
Legislation Comparee
（比較法学会）、パリ第
一大学、ESSEC Business
School 
Paris-Singapore、欧州
評議会） 

フランス・パリ、
ストラスブール 

2013.02.14－02.21 

 金 彦叔 
特任准
教授 

欧州評議会、フライブ
ルグ大学 

フランス・ストラ
ス ブ ー ル 、 ド イ
ツ・フライブルク

2013.02.16－02.23 

 林 秀弥 准教授 
中国国立華僑大学法学
院 

中国・福建省廈門
市 

2013.03.18－03.21 

 

 

 

【キャンパスの国際化】  

留学生担当講師室を設置して、学習支援はもちろん、生活上の相談についても対応

している（講師１名、事務補佐員４名）。 

留学生の学習支援のために、英語版のホームページとハンドブックを作成している。

また、留学生に対するチューター制度があり、学生が留学生の勉学や日常生活の手助

けをしている。 

ピアサポート・イニシアティブ（PSI）という講義によって、日本人学生と留学生

とが互いの国について学ぶ機会が設けられている。留学生支援のための学生サークル

SOLV は、さまざまなイベントを通じて留学生との交流をはかっている。 

 

 

資料Ⅰ－２－③－７： 留学生向けホームページ、ハンドブック 

［出典：法学部ウェブサイト（英語版） 

http://www.law.nagoya-u.ac.jp/en/curriculum/gslhandbook/ ］ 
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資料Ⅰ－２－③－８： PSI（Peer Support Initiative）［特殊講義（比較法政演習）］Ⅰ～Ⅲ  

［出典：PSI 事務局作成資料］ 

 

履修者数一覧  

  
  

2008 2009 2010 2011 2012 

日本人 留学生 日本人 留学生 日本人 留学生 日本人 留学生 日本人 留学生

PSI-Ⅰ 41 25 30 24 25 35 34 29 24 29 

PSI-Ⅱ 37 21 27 24 20 34 33 25 22 26 

PSI-Ⅲ ９ - ６ - ３ - ３ - - - 

 

  
  

2013 2014 2015 

日本人 留学生 日本人 留学生 日本人 留学生

PSI-Ⅰ 25 27 15 30 13 28 

PSI-Ⅱ 22 26 23 23 11 19 

PSI-Ⅲ ０ - ２ - ２ - 

 
 

 国別参加人数一覧 

国名 
国別参加人数 

PSI-Ⅲでの派遣先大学
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

日本 25 19 41 30 25 34 24 50 28 20   

ミャンマー ２ ２ ２ ０ ２ １ ３ ５ ２ ４  

台湾 ０ ３ ０ ６ ６ １ １ ４ ２ ０ 国立政治大学 

中国 ０ ０ ６ １ ３ ７ ８ ５ 10 ６ 
中国政法大学、上海交
通大学、上海大学 

ウズベキスタ
ン 

３ ６ ９ ７ ７ ４ ３ ９ ８ ６ 
世界経済外交大学、タ
シケント国立法科大学
（タシケント） 

モンゴル ２ ２ １ ０ ０ １ ２ ２ ０ ０ 
モンゴル国立大学（ウ
ランバートル） 

ラオス ３ ４ １ ５ ４ ３ １ ２ ２ ０ 
ラオス国立大学（ビエ
ンチャン） 

カンボジア ３ １ ２ ３ ６ ３ ４ 12 ７ ５ 
王立法律経済大学（プ
ノンペン） 

ベトナム ４ ２ ４ ４ ４ ５ ４ ７ 13 16 
ハノイ法科大学（ハノ
イ）、ホーチミン法科
大学（ホーチミン） 

ハンガリー ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
セゲド大学ショプロ
ン、西ハンガリー大学

韓国 ０ ０ ０ ０ １ ０ ３ ９ ２ ４   

タイ ０ ０ ０ ０ ２ ２ ０ ２ ０ ２ 
チュラロンコン大学、
バンコク大学 

インドネシア ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ２ ０ １   

フランス ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０   

スウェーデン ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０   

エチオピア ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２  

合計 42 39 66 58 61 63 53 100 77 66   
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資料Ⅰ－２－③－９： SOLV に関する資料［HP（活動概要）］  

 ［出典： 留学生支援・交流サークル SOLV ウェブサイト

http://nu-solv.wix.com/solv］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国際的な研究体験】  

各種プログラムによって、大学院生が海外に短期派遣されている。また、博士課程

教育リーディングプログラムによる海外研修の成果は次の通りである。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－10： 「若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）」

による派遣者一覧 p.13 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－③－３： 「卓越」プログラムによる派遣一覧 p.45 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－②－２： リーディングプログラム学生の活躍状況資料 p.41 

 

 

 

 

観点Ⅰ－２－④ 養成しようとする人材像に応じた効果的な教育方法の工夫 

【教育方法の組み合わせ】  

専攻全体で法学・政治学の広い分野にわたる 255 科目を設置しており、幅広くかつ

専門的に高度な学修が可能である。うち 43 科目は英語による講義であり、法学・政治

学に関連した高度の外国語能力を身につける機会として活用できる。 

開講科目の多くは演習形式であり、学生が主体的に取り組む機会を提供している。

留学生などが基礎的な知識を体系的に修得するため、講義形式の科目も提供している。 

大学院生に対して海外研修の機会を提供している。また、各種国際セミナーを開催

して参加を促している。 

論文執筆については、論文執筆プログラムに従った計画的な指導が行われている。

大学院生による主体的な研究会も研究能力の研鑽の場となっている。 
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前期課程の授業科目については、後期課程学生による TA を活用して、教育効果を

あげている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－①－２： （前掲） 開講科目一覧（2015 年度） p.35 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－10： 「若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）」

による派遣者一覧 p.13 

 

資料Ⅰ－２－④－１：  大学院生参加可能な講演会・セミナー等主な行事一覧（2015 年度）  

 ［出典：開催行事一覧（2015 年度）より抜粋］ 

 

開催日 タイトル 講師・内容等 

５月 18 日（月） 

CALE 外国人研究員による研究報告
会 
「「Criminal Liability of Legal 
Persons: Lessons Learnt for 
Cambodia」 

【講師】 Bora Meas  ［CALE 外国人研究員
（期間：2015.04.01-05.20） 、カンボジア 
University for Specialties 副総長］ 
【言語】 英語 

５月 31 日（日） 
連携企画「アジアのための国際協力
in 法分野 2015 第 1 弾キックオフ
セミナー」 

 第 1 部「法分野の国際協力とは？～多様なア
クターによる取り組みの最新動向を知る～」 
／ 第 2 部 トークセッション  「法整備支援
に携わるということ ～現場を経験した研究
者・法曹に聞く～」  

６月 12 日（金） 

【博士課程教育リーディングプロ
グラム特別講演会】 
「The Activities of the 
Anti-Corruption Committee and the 
Academy, Your Own Role and 
Experience Inside and Outside of 
Thailand (Internal and 
International Experiences) 」 

【講演者】 Vicha Mahakun 氏 ［タイ国家汚
職追放委員会（NACC)コミッショナー チュラ
ロンコン大学法学部教授 元タイ王国最高裁
判所判事］ 
【言語】 英語 

７月２日（木） 
【森際科研】 
ミヒャエル・シュトーライス名古屋
講演会「ナチス法政提要」 

【講師】 Prof. em. Dr. h. c. mult. Michael 
Stolleis ［前マックス・プランク・ヨーロ
ッパ法史研究所所長、フランクフルト・アム・
マイン大学名誉教授］ 
【言語】 英語（通訳：森際康友） 

８月 19 日（水）
～21 日（金） 

連携企画「アジアのための国際協力
in 法分野 2015」 第 2 弾 サマース
クール「アジアの法と社会 2015」 

第１部 アジアの法と社会へ誘い／第２部 
変動するアジアの法と社会／第３部 アジア
諸国の学生との対話／第４部 アジアの法と
社会の軌跡／第５部 法整備支援ワークショ
ップ／第６部 まとめ   

９月５日（土） 
【和田科研】 
第 1 回日本台湾労働法フォーラム 

西谷敏・邱駿彦 「労働政策と労使関係法の
課題」／荒木尚志・黄程貫 「個別労働法分
野の課題」 
【言語】日本語・中国語 （通訳付き） 

９月 24 日（木）、
25 日（金） 

特別講義「市場経済移行国における
民法の役割」 

【講師】 森嶌昭夫［名古屋大学名誉教授］ 
【言語】 英語 

９月 30 日（水）
～10 月１日（木） 

【鈴木科研】 
フライブルク大学共催国際シンポ
ジウム「Realization of 
Substantive Law  through Legal 
Proceedings」  

Section 1 Civil Procedure and Civil Law／
Section 2 Private International Law／
Section 3  Intellectual Property Law／
Section 4  Labor Law／Section 5 General 
Discussion 
【言語】 英語 

10 月 17 日（土） 
ホームカミングデイ 
「市場経済社会の法構造 －激変す
る会社法・競争法－」 

【講師】 浜田道代 氏 ［名古屋大学名誉
教授、元公正取引委員会委員］ 

11 月 24 日（火） 

【博士課程教育リーディングプロ
グラム特別講演会】 
「United States Foreign Policy: 
Issues and Goals in Asia 」  

【講演者】 Stephen KOVACSICS ［Principal 
Officer of the United States Consulate, 
Nagoya branch］  
【言語】 英語 
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11 月 26 日（木） 

CALE 外国人研究員による研究報告
会 
「Universal jurisdiction and 
national legislation of some 
Asian countries」 

【講師】 Pham Huong ［CALE 外国人研究員
（期間：2015.  - 2015.11.30） 、ベトナ
ム・ハノイ国立大学］ 
【言語】 英語 

11 月 28 日（土） 
連携企画「アジアのための国際協力
in 法分野 2015」 
法整備支援シンポジウム  

  

12 月 14 日（月） 

【鈴木科研】Special lectures  
(1) Patent Enforcement in the US 
and Europe - Comparative and 
Strategic Considerations ／ 
(2) The Crossroad of Patent and 
Antitrust Law: Protection and 
Enforcement of 
Standard-Essential Patents 

【講師】 Dr. Christoph Rademacher 
［Associate Professor, Graduate School of 
Law, Waseda University］ 
【言語】 英語 

12 月 16 日（水） 

2015 UNCITRAL Asia Pacific Day 
2015 Special lecture at GSL Nagoya 
University  
「An Impact of the Accelerated 
Integration of the EU against 
UNCITRAL -UNCITRAL Online Dispute 
Resolution Working Group」 

【講師】  Prof. Yoshihisa HAYAKAWA 
「Professor, Department of International 
Business Law,  College of Law and Politics, 
Rikkyo University」 
【言語】 英語 

1 月 14 日（木）、
15 日（金） 

【博士課程教育リーディングプロ
グラム特別セミナー】 
「Pathways to Justice and Legal 
Pluralism in the Bangsamoro, 
Philippines」  

【講演者】 Dr. Imelda Deinla 
［Postdoctoral fellow, the Regulatory 
Institutions Network (RegNet), College of 
Asia and the Pacific  The Australian 
National University］ 
【言語】 英語 

１月 22 日（金） 

【博士課程教育リーディングプロ
グラム特別セミナー】 「Family Law 
and Jurisdictional Conflict 
between Civil Courts and Syariah 
Courts in Malaysia 」  

【講演者】 Dr. Mogana Sunthari Subramaniam 
[Senior Lecturer, Faculty of Law, 
University of Malaya]   
【言語】 英語 

３月４日（金）-
５日（土） 

国際シンポジウム「アジアにおける
同性婚に対する法的対応ー家族・婚
姻の視点から」 

SESSION 1 (SEMINAR) アジア各国における同
性愛者に対する法的対応の過去および現状／
SESSION 2 (PANEL DISCUSSION) アジア各国
における LGBT の法的対応 

３月 12 日（土） 

アジア法交流館落成記念国際シン
ポジウム／2015 年度名古屋大学「法
整備支援の研究」全体会議 
『アジア－日本「法協力」の新時代
――教育と研究の交錯と発展――』

第１セッション「日本法教育研究センターに
おける法学と日本語教育学の多元複層的なア
ーティキュレーション」／第２セッション「ア
ジア市場経済移行諸国における行政法の法典
化と行政法整備支援」／第３セッション
「ASEAN 経済共同体の構築と法整備支援の課
題」  
【言語】 日英同時通訳 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－12： 論文執筆プログラム資料（修士論文・課程博士論文） p.15 

 

 

 

【実習や現場教育】  

インターンシップの機会を通じて、実践的な学修研究の機会を得るよう工夫がなさ

れている。留学生のインターンシップについても、拡大に努めている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－６： インターンシップ派遣一覧 p.９ 
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【論文等指導の工夫】  

論文執筆プログラムにより、論文の質の確保や学生によるプレゼンテーションの機

会が確保されている。国際法政コースでは、アカデミック・ライティングⅠを必修科

目としている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－12： 論文執筆プログラム資料（修士論文・課程博士論文） p.15 

 

資料Ⅰ－２-④－２： 科目一覧抜粋（国際法政コース（英語）研究方法論Ⅰ～Ⅲ） 

                  ［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 20 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究機会】  

次の通り、国際会議や国内外の学会・研究会への参加を促し、多様な研究機会確保

のための工夫が行われている。 

 

資料Ⅰ－２－④－３： 大学院生が参加している学内外の研究会事例  

［出典：教員への調査結果より］ 

 

研究会の名称 規模・頻度 等 関係教員 

現代中国法研究会 全国の中国法研究者で構成される。年１回 宇田川幸則 

中国法研究会 
中部・関西の中国法研究者で構成される。３
ヶ月に１回 

宇田川幸則 

「社会体制と法」研究会 全国・年１回 宇田川幸則、佐藤史人

名古屋大学労働判例研究
会 

15 名程度・隔週 和田 肇、中野妙子 

現代企業法研究会 
企業法研究者・企業法務弁護士・企業法務部
スタッフ等で構成される中部圏を中心とす
る企業法に関する。年３回開催 

小林 量 ほか 

中部憲法判例研究会 
中部圏の憲法学者で構成。２カ月に１回開
催。参加者は毎回、10 名程度 

本秀紀、愛敬浩二、大
河内美紀 

民主主義科学者協会法律
部会名古屋支部研究会 

中部圏の法律学者と実務家で構成。一年に３
回程度、研究会を開催。参加者は毎回、15～
20 名程度 

紙野健二、和田肇、小
畑郁、本秀紀など 

日本税法学会中部地区研
究会 

中部地区に所属する日本税法学会会員によ
る研究会。原則として毎月開催、参加者は毎
回 30〜40 人程度 

高橋祐介 
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［前掲］資料Ⅰ－１－①－10： 「若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）」

による派遣者一覧 p.13 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－③－３： 「卓越」プログラムによる派遣一覧 p.45 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－５： サマースクール「アジアの法と社会」（アジア法整備支援に関わる研

究者・実務家によるセミナー）開催一覧（2010-2015 年度）および広報チラシ（2015 年度） p.８ 

 

 

【大学院生のキャリア開発】  

演習科目では、大学院生が主体的に研究会の組織運営を行うことにより、自立した

研究者となる能力の養成が行われている。RA の制度もその目的のために活用されてい

る。また、TA の制度を活用して教育指導能力の向上に取り組んでいる。 

 

資料Ⅰ－２－④－４： TA・RA 採用数および採用時間数（2010-2015 年度） 

［出典：教授会資料から作成］  

 

年度 

TA (延べ人数） RA 

M D LS D 
うち 

卓越分

2010 

担当人数 （a） 22 43 １ ４ 

担当総時間数 （b） 963 1925 60 1,416 

在籍者数 （c） 95 61 214 61 

１人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

43.8 44.8 60.0 354.0 

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

23.16% 70.49% 0.47% 6.56% 

2011 

担当人数 （a） 26 39 ２ ２ 

担当総時間数 （b） 1153 2311 65 436 

在籍者数 （c） 85 64 217 64 

１人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

44.3 59.3 32.5 218.0 

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

30.59% 60.94% 0.92% 3.13% 

2012 

担当人数 （a） 20 40 １ ９ ６

担当総時間数 （b） 884 2955 50 561 131

在籍者数 （c） 82 63 189 63 

１人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

44.2 73.9 50.0 62.3 

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

24.39% 63.49% 0.53% 14.29% 

2013 

人数 （a） 42 31 ０ ５ ５

担当時間数 （b） 1625 1853 ０ 1,428 1,428

在籍者数 （c） 87 53 183 53 

１人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

38.7 59.8 －－－ 285.6 

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

48.28% 58.49% 0.00% 9.43% 

2014 担当人数 （a） 43 33 １ ３ 
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担当総時間数 （b） 1639 1620 26 418 

在籍者数 （c） 99 41 174 41 

１人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

38.1 49.1 26.0 139.3 

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

43.43% 80.49% 0.57% 7.32% 

2015 

担当人数 （a） 32 36 ０ ４ 

担当総時間数 （b） 1634 1543 ０ 414 

在籍者数 （c） 89 50 139 50 

１人あたりの担当時間数 
（b）／（a）  ［h］ 

51.1 42.9 －－－ 103.5 

在籍者に占める割合 
（a）／（c）  ［%］ 

35.96% 72.00% 0.00% 8.00% 

 
               ※2012-2013 年度：「卓越」プロジェクト 

                  2013 年度は「研究アシスタント」 

 

 

 

【学習支援方法】  

指導教員体制を確立し、講義・演習の時間外でもオフィスアワー等を利用して個別

指導を行っている。論文執筆に関しては、論文執筆プログラムの下で、計画的な指導

を行っている。 

 

資料Ⅰ―２－④―５： オフィスアワー制度 

［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 ３頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－12： 論文執筆プログラム資料（修士論文・課程博士論文） p.15 

 

 

 

【留学生に対する支援方法】  

留学生担当講師を置き、外国語による学習面・生活面のきめ細やかなカウンセリン

グや支援を行っているほか、チューター等による学習・日常生活の支援や補習、国際・

国内インターンシップなどがある。また、留学生を支援する学生サークル SOLV がある。 

出身国やプログラムの異なる多様な留学生を受け入れているため、「国際法政コー

ス留学生指導のためのガイドライン」を策定・運用している。 
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資料Ⅰ－２－④－６： チューター制度に関する資料 

［出典：留学生経費配分対象者数調］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－③－９： SOLV に関する資料［HP（活動概要）］ p.52 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－13： 国際法政コース留学生指導のためのガイドライン p.17 
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観点Ⅰ－２－⑤ 学生の主体的な学習を促すための取組 

【アクティブラーニング】 

演習科目は、少人数による双方向の講義であり、複数の教員と大学院生が先端的な

研究課題について議論・検討を行う演習もある。また、正規科目ではないが、多数の

教員と大学院生が共同研究をする場として、「公法研究会」（月１回開催）などがある。 

さらに、主体的な学習を促すべく、オフィスアワーの制度、授業時間外の教室の貸

し出し、原則 20 時までの図書室の開室等は、今期においても維持されている。 

 

資料Ⅰ－２－⑤－１： 第１期に実施した各種プログラム 

［出典：文系経理課保管資料］  

 

期間 プロジェクト名 

2005-2006 年度 魅力ある大学院教育イニシアティブ 

2006-2009 年度 ピア・サポート・イニシアティブ 

2007-2009 年度 大学院教育改革プログラム 

 

 

資料Ⅰ－２－⑤－２： 複数教員による科目例  

［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 12-25 頁］  

 

科目名 単位数 開講時期 担当者 

民法総合研究 A １ 前期 
岡本裕樹、千葉恵美子、尾島茂樹、吉政知広、
池田雅則、丸山絵美子 

労働法研究Ⅱ ２ 後期 和田 肇、中野妙子 

刑事法総合研究 A １ 前期 
橋田 久、小島 淳、齊藤彰子、宮木康博、
古川伸彦 

国際私法研究 B ２ 後期 横溝 大、Giorgio Fabio Colombo 

憲法研究ⅠA ２ 前期 本 秀紀、愛敬浩二、大河内美紀 

行政法特殊研究ⅠA １ 前期 紙野健二、市橋克哉、稲葉一将、高橋祐介 

国際法研究Ⅰ ２ 前期 小畑 郁、水島朋則 

基幹政治学総合特殊研究 B ２ 後期 政治系教員 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－３： 大学院生が参加している学内外の研究会事例 p.55 
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資料Ⅰ－２－⑤－３：  法学図書室利用案内 

［出典：法学図書室ウェブサイト http://www.nul.nagoya-u.ac.jp/law/riyou/index.html］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位の実質化】  

   ほとんどは少人数の演習科目であり、講義時間外での自主的な学習がなければ、単

位取得は困難であるため、単位の実質化は実現している。 

 

 

 

【教室外学修プログラム等の提供】  

インターンシップ派遣や様々なプログラムに基づき海外派遣を実施している。また、

国内外の研究者・実務家による講演会・セミナー等を開催して、大学院生の参加を促

している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－６： インターンシップ派遣一覧 p.９ 
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［前掲］資料Ⅰ－１－①－10： 「若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）」

による派遣者一覧 p.13 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－③－３： 「卓越」プログラムによる派遣一覧 p.45 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－５： サマースクール「アジアの法と社会」（アジア法整備支援に関わる研

究者・実務家によるセミナー）開催一覧（2010-2015 年度）および広報チラシ（2015 年度） p.８ 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－１： 大学院生が参加可能な講演会・セミナー等主な行事一覧（2015 年度）

p.53 

  

 

 

【学習意欲向上方策】  

発信型研究者の養成や、高度の専門的業務に従事する研究能力を養うために、『名

古屋大学法政論集』への論文掲載を推奨してきた。同誌での論文発表を起点として、

学会発表や査読論文の執筆という成果を上げている。 

 

資料Ⅰ－２－⑤－４： 大学院学生による学会発表数・論文発表数（2010-2015 年度）  

［出典：大学院生研究業績調査］ 

 

年度 

論文発表数 
学会等発表数 

※（ ）内は国際
学会等で発表数 

受賞数 
総数 査読 

あり 
法政 
論集 

その他
の紀要

2010（H22） 13 １ 10 ０   ７（３）   ０

2011（H23） 10 １ ９ ０ ２（２） ０

2012（H24） ７  １ ６ ０  ７（３） １

2013（H25） 17 １ 15 ０ 19（17） ０

2014（H26） 13 ０ 13 ０ ４（２） ０

2015（H27） 13 ２ 11 ０ 15（７）  ２

 

 

 

【学習環境の整備】 

自習室では、個々人に机と本棚が提供されており、24 時間利用できる。授業時間外

の教室貸出しや、20 時までの図書室開室によって、自主的な学習を支援している。 

様々なプロジェクトや大型研究費を獲得して、大学院生の研究に資する研究図書の

充実に努めている。資料等の複製のために、年間 10,000 円分のコピーカードを交付し

ている。また、学生用印刷室を設置し、印刷機器や用紙等を無料で提供している。 
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資料Ⅰ－２－⑤－５： 大学院生自習室一覧 

 ［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 70-71 頁］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－⑤－３： 法学図書室利用案内 p.60 
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 (水準) 期待される水準にある。 

 

 (判断理由)  

「教育内容・方法」については、各コースの目的に即した体系的なカリキュラムが提供

されている。博士課程教育リーディングプログラムの開始とともに、アカデミック・ライ

ティング・チームを設置し、英語論文の水準を向上させるシステムを導入したことが、顕

著な改善点と評価できる。 

博士課程リーディングプログラムやアジアサテライトキャンパス等を通じて、英語講義

を多数提供し、グローバル人材の育成に努めており、各国の日本法教育研究センターを通

じて、日本語による日本法教育も行っている。よって、観点Ⅰ－２－③において顕著な成

果を上げている。 

演習形式の講義や論文執筆プログラムを通じて、学生が主体的に研究に取り組む環境を

提供している。若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム等による海外

派遣を実施し、TA 制度の活用による教育指導能力の向上に取り組んでいる。 

したがって、観点Ⅰ－２における分析結果から、法学研究科が想定する関係者から期待

される水準にある。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点Ⅱ－１ 学業の成果  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅱ－１－① 履修・修了状況から判断される学習成果の状況 

【成果評価方法】  

成績評価については、シラバス等で示される成績評価方法に従って厳格に行われ、

修了認定については、教授会での承認という手続によって、厳格な認定が行われてい

る。 

 

資料Ⅱ－１－①－１： シラバス （講義科目 記載例）  

［出典：名古屋大学法学部 WEB シラバス］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学習プロセスにおける評価】  

演習科目や研究会での研究報告の内容および質問に対する応答をその都度評価し

て必要な指導を行っている。 

論文指導については、論文執筆プログラムに従って定期的に研究報告の機会を与え、

進捗度を評価している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－12： 論文執筆プログラム資料（修士論文・課程博士論文） p.15 

 

 

 

【卒業論文等】 

論文執筆プログラムを設けて、修士論文については、論文執筆講座への出席、論文

執筆計画書の提出、および修士論文構想発表会での報告を義務付けている。博士論文

については、論文執筆講座への出席、１年に１回の中間報告発表会での報告、および

課程博士論文提出の要件である公開発表会での報告を義務付けている。修士論文・博

士論文の審査は次の体制で行われている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－12： 論文執筆プログラム資料（修士論文・課程博士論文） p.15 
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資料Ⅱ－１－①－２： コース別の審査体制一覧 

［出典：法学研究科総合法政専攻学生便覧 2015 年度 ２-３頁］  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位取得・成績・学位授与状況】  

学位授与状況等は以下の通りである。 

 

資料Ⅱ－１－①－３： 博士課程（前期課程）における学位取得者数／入学者数および取得率（学位授

与率）   

［出典：教授会資料等］ 

 

入学時期 入学者数
左記のうち、 

標準修業年限で
修了した人数 

学位授与率 
（％） 

＜参考＞ 
修了年度 

2010 年 10 月及び 2011 年４月 39 34 87.2 2012 年度 

2011 年 10 月及び 2012 年４月 35 27 77.1 2013 年度 

2012 年 10 月及び 2013 年４月 45 40 88.9 2014 年度 

2013 年 10 月及び 2014 年４月 45 38 84.4 2015 年度 

 

 

資料Ⅱ－１－①－４： 博士課程（後期課程）における学位取得者数／入学者数および取得率（学位授

与率）   

［出典：教授会資料等］ 

 

入学時期 入学者数
左記のうち、 

標準修業年限で
修了した人数 

学位授与率 
（％） 

＜参考＞ 
修了年度 

2009 年 10 月及び 2010 年４月 16 ６ 37.5 2012 年度 

2010 年 10 月及び 2011 年４月 12 ５ 41.7 2013 年度 

2011 年 10 月及び 2012 年４月 12 ３ 25.0 2014 年度 

2012 年 10 月及び 2013 年４月 ５ ０ 0.0 2015 年度 
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【特色ある取り組みによる学習効果】  

論文執筆プログラムによって計画的かつ継続的な論文指導を行っており、修士論

文・博士論文の水準を維持している。英語で論文を書く大学院生に対しても論文執筆

のための科目（アカデミック・ライティング）を提供して基本から論文執筆を指導し

ている。 

英語による講義のカリキュラムを早期より提供し、学生の海外派遣の推奨も行って

きた。一方、留学生が日本語によって日本法を研究するという特色のある取り組みを

実施してきた。その成果として、国際的に活躍できる研究者や専門的職業人、日本文

化や日本法に造詣の深い自国内外で活躍する有為な人材が育っている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－12： 論文執筆プログラム資料（修士論文・課程博士論文） p.15 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－13： 国際法政コース留学生指導のためのガイドライン p.17 

 

 

資料Ⅱ－１－①－５： 「アカデミック・ライティングⅠ」シラバス（講義概要） 

［出典：名古屋大学法学部 WEB シラバス］ 
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資料Ⅱ－１－①－６： 法学研究科を修了した留学生の主な活動状況 

［出典：CALE 作成資料］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【得られた学習成果の事例】 

計画的な論文執筆指導の体制と、海外派遣の機会の提供を通じて、優秀な若手研究

者を育成してきており、育志賞受賞者や、YLC 採用者を輩出している。 

各種の海外派遣プログラムを通じて、国際学会等での報告や国際共同研究を推進し

ており、法学研究科の国際展開の諸プログラムのスタッフとして活動している者も多

い。 

国際法政コース修了者の多くは、出身国の政府や企業において枢要な地位を占めて

いる。博士課程教育リーディングプログラムの大学院生も、各機関から高い評価を受

けている。 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－⑤－４： 大学院学生による学会発表数・論文発表数（2010-2015 年度） p.61 

 

資料Ⅱ－１－①－７： 大学院学生の論文賞・学会賞等の受賞一覧 

［出典：大学院生研究業績調査］ 

     

受賞者名 賞の名前 授与者名 受賞年月 受賞理由等 

福田 真希 
（Ｄ３） 

第３回（平成 24
年度）日本学術振
興会育志賞 

日本学術振興会 2013 年３月 
「フランスにおける恩赦の法
制史的研究」に対して 

加藤 紫帆 
（Ｄ１） 

第 ２ 回 小 田 滋 賞
（優秀賞） 

一 般 財 団 法 人 国
際法学会 

2015 年５月 
「国際的な身分関係の継続に
向けた抵触法対応」に対して 
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本部 勝大 
（Ｄ１） 

第 ５ 回  新 日 本
法規財団 奨励賞 
（会計・税制分野 
最優秀賞） 

一 般 財 団 法 人 新
日本法規財団 

2016 年３月 
「経済的実質主義の制定法化
に関する一考察」に対して 

 

 

資料Ⅱ－１－①－８： 各種プログラム雇用一覧（ITP、卓越派遣経験者） 

［出典：教員への調査］ 

 

採用 
年度 

氏名 所属 プロジェクト 等 職名 ITP 卓越

2010 傘谷祐之   
大学院法学研究科 
 

日本法教育研究センター
（2010-2012） 

特任講師 ○ ○ 

2012 李 正吉 
大学院法学研究科 
 

キャンパス・アジア 特任講師 ○ 
 

2013 
Umirdinov 
Alisher 

高等研究院（YLC）  特任助教 ○ 
 

2014 曽根加奈子 大学院法学研究科 
法政国際教育協力研究セ
ンター業務 

研究員 ○ ○ 

2014 水谷 仁 大学院法学研究科 
法政国際教育協力研究セ
ンター業務 

研究員 ○ ○ 

2014 
Aziz 
ISMATOV 

ア ジ ア サ テ ラ イ ト
キャンパス学院 

 特任助教 
 

○ 

2015 安田理恵 
ア ジ ア サ テ ラ イ ト
キャンパス学院 

 特任助教 ○ 
 

 

 

［前掲］資料Ⅱ－１－①－６： 法学研究科を修了した留学生の主な活動状況 p.67 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－②－２： リーディングプログラム学生の活躍状況 p.41 

 

 

 

 

 

観点Ⅱ－１－② 資格取得状況、学外の語学等の試験の結果、学生が受けた様々な賞の状

況から判断される学習成果の状況 

【学生の研究実績】  

研究実績は次の通りである。優秀な博士論文が賞を得た実績もある。また、博士課

程教育リーディングプログラムの大学院生の研究活動は高く評価されている。 

  

［前掲］資料Ⅰ－２－⑤－４： 大学院学生による学会発表数・論文発表数（2010-2015 年度） p.61 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－②－２： リーディングプログラム学生の活躍状況 p.41 

 

 

 

 

 

観点Ⅱ－１－③ 学業の成果の達成度や満足度に関する学生アンケート等の調査結果 

とその分析結果 

【学生アンケートの内容】 

「授業・指導アンケート」を実施し、その結果を学務委員会で検討の上、教授会で

報告している。回収率は低いが、全体的に好意的な評価を得ている。 
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資料Ⅱ－１－③－１： 授業評価アンケートの結果（回収率、肯定的回答割合等）  

［出典：教授会資料］  
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(水準) 期待される水準にある 

 

 (判断理由)    

「学業の成果」については、博士課程前期の修了状況や学位取得状況は高い学習の成果

を示すものとなっている。博士課程後期の修了状況や学位取得状況も改善がみられるもの

の、より高い成果を示すことが課題となる。論文執筆プログラムによる計画的な論文指導

を通じて、修士論文・博士論文の水準を維持している。 

論文発表数は全体として増加しており、学術振興会育志賞等の権威のある賞を受賞する

者も複数現れている。 

在学生による授業評価、修了生のアンケート、海外機関などによる学生への評価は非常

に高いものとなっている。 

したがって、観点Ⅱ－１における分析結果から、法学研究科が想定する関係者から期待

される水準にある。 
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観点Ⅱ－２ 進路・就職の状況  

 

(観点に係る状況) 

観点Ⅱ－２－① 進路・就職状況、その他の状況から判断される在学中の学業の成果の 

状況 

【キャリア支援の取組】  

学生の就職活動支援のため、就職相談室を設置し、専任の准教授を置き、各種の支

援活動を行っている。大学院生についても、希望者に対してインターンシップの機会

を提供している。大学教員を志望する学生に対しては、TA・RA など研究教育能力の向

上のための機会を提供している他、教員公募情報を提供している。 

 

［前掲］資料Ⅰ－１－①－６： インターンシップ派遣一覧 p.９ 

 

［前掲］資料Ⅰ－２－④－４： TA・RA 採用数および採用時間数（2010-2015 年度） p.56 

 

 

 

【就職・進学率】 

大学院生の就職・進学の状況は、下記資料の通り。 

  

資料Ⅱ－２－①－１： 博士課程（前期課程、後期課程）修了者の進路状況  

［出典：進路状況調等］  

 

【博士前期課程】 

 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

修了者数 53 人 48 人 43 人 34 人 32 人 40 人

大学の教員（※助手・講師等） ３ 人 ２ 人 ３ 人 ２ 人 １ 人 ５ 人

 修了者数に対する割合 ６ ％ ４ ％ ７ ％ ６ ％ ３ ％ 13 ％

公的な研究機関 ２ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ４ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他の公的機関 13 人 17 人 12 人 10 人 ７ 人 11 人

 修了者数に対する割合 25 ％ 35 ％ 28 ％ 29 ％ 22 ％ 28 ％

企業（研究開発部門） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

企業（その他の職種） ４ 人 ６ 人 ８ 人 ６ 人 ７ 人 ７ 人

 修了者数に対する割合 ８ ％ 13 ％ 19 ％ 18 ％ 22 ％ 18 ％

学校（大学を除く）の教員 ０ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ３ ％ ０ ％ ０ ％

進学（博士課程、留学等） 14 人 13 人 ８ 人 ８ 人 ９ 人 11 人

 修了者数に対する割合 26 ％ 27 ％ 19 ％ 24 ％ 28 ％ 28 ％

その他 17 人 10 人 12 人 ７ 人 ８ 人 ６ 人

 修了者数に対する割合 32 ％ 21 ％ 28 ％ 21 ％ 25 ％ 15 ％

 
 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

修了者数 42 人 32 人 39 人 30 人 48 人 41 人



名古屋大学法学研究科 分析項目Ⅱ 

－6-72－ 
 

大学の教員（※助手・講師等） １ 人 ２ 人 2 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ２ ％ ６ ％ 5.1 ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

公的な研究機関 ０ 人 ０ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ 2.5 ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他の公的機関 15 人 11 人 14 人 10 人 １ 人 １ 人

 修了者数に対する割合 36 ％ 34 ％ 35.9 ％ 33.3 ％ 2.1 ％ 2.4 ％

企業（研究開発部門） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

企業（その他の職種） ５ 人 ３ 人 ４ 人 ２ 人 ４ 人 ３ 人

 修了者数に対する割合 12 ％ ９ ％ 10.2 ％ 6.7 ％ 8.3 ％ 7.3 ％

学校（大学を除く）の教員 １ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ２ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ 2.1 ％ ０ ％

進学（博士課程、留学等） ９ 人 ８ 人 ３ 人 ５ 人 13 人 11 人

 修了者数に対する割合 21 ％ 25 ％ 7.7 ％ 16.7 ％ 27.1 ％ 26.8 ％

その他 11 人 ０ 人 15 人 11 人 29 人 26 人

 修了者数に対する割合 26 ％ 25 ％ 38.5 ％ 36.7 ％ 60.4 ％ 63.4 ％

 
「その他」に含まれる主なもの  （大学院研究生の他） 

◇2004 年度 
税理士 １人 
司法修習生 １人 
Legal   Consultant （ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ） １人 
学校法人役員 １人 
法律事務所 ２人 
資格試験（司法、税理士）準備 ２人 など

◇2005 年度 
行政書士 １人 
弁護士１1 人 
Legal   Consultant （ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ） １人 
資格試験（司法、税理士）準備 ２人 な
ど 

◇2006 年度 
Legal   Consultantt （ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ） １人 
法律事務所 ２人 など 

◇2007 年度
行政書士 １人 
Senior Lawer（ベトナム） １人 など 

◇2008 年度 
  Law Officer（ミャンマー） １人 など
 Legal Lawyer（ベトナム） １人 など 

◇2009 年度 
  アメリカ留学 １人 など 

◇2010 年度 
  資格試験（司法、税理士）準備 １人 
公務員試験準備        １人 など

◇2011 年度
  Legal and Tax advisor(カンボジア ) 
１人など 

◇2012 年度 
 NGO worker（カンボジア） １人 
  資格試験準備       １人 など 

◇2013 年 
  母国へ帰国後就職活動 ８人 

◇2014 年度 
 帰国後就職  16 人 など 

◇2015 年度 
母国へ帰国後就職活動 ７人 など 

 

【博士後期課程（修了者）】 

 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

修了者数 ３ 人 ０ 人 １ 人 ３ 人 ５ 人 ５ 人

大学の教員（※助手・講師等） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ２ 人 １ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ 40 ％ 20 ％

公的な研究機関 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他の公的機関 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ２ 人 ２ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ 40 ％ 40 ％
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企業（研究開発部門） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

企業（その他の職種） １ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 33 ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（同一大学) １ 人 ０ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 33 ％ ０ ％ 100 ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（他大学等） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

進学（留学等） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他 １ 人 ０ 人 ０ 人 ３ 人 １ 人 １ 人

 修了者数に対する割合 33 ％ ０ ％ ０ ％ 100 ％ 20 ％ 20 ％

 
 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

修了者数 ６ 人 ７ 人 ７ 人 ９ 人 ６ 人 ２ 人

大学の教員（※助手・講師等） １ 人 ３ 人 １ 人 １ 人 ２ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 17 ％ 43 ％ 14.3 ％ 11.1 ％ 33.3 ％ ０ ％

公的な研究機関 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他の公的機関 ０ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ 11.1 ％ ０ ％ ０ ％

企業（研究開発部門） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

企業（その他の職種） ０ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ 11.1 ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（同一大学) ２ 人 ２ 人 １ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 33 ％ 29 ％ 14.3 ％ 11.1 ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（他大学等） ０ 人 １ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ 14 ％ 14.3 ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

進学（留学等） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他 ３ 人 １ 人 ４ 人 ５ 人 ４ 人 ２ 人

 修了者数に対する割合 50 ％ 14 ％ 57.1 ％ 11.1 ％ 66.7 ％ 100 ％

 
「その他」に含まれる主なもの  （留学生帰国、大学院研究生の他） 

◇2007 年度 
税理士 １人 

◇2014 年度 
  なし （全員留学生帰国） 

◇2015 年度 
外国人研究員 １人 

 

 
 
【博士後期課程（満期退学者）】 
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 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

満期退学者数 ７ 人 12 人 12 人 11 人 ８ 人 ５ 人

大学の教員（※助手・講師等） ３ 人 ６ 人 ４ 人 １ 人 ２ 人 １ 人

 修了者数に対する割合 43 ％ 50 ％ 33 ％ ９ ％ 25 ％ 20 ％

公的な研究機関 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他の公的機関 ２ 人 ２ 人 ０ 人 １ 人 ２ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 29 ％ 17 ％ ０ ％ ９ ％ 25 ％ ０ ％

企業（研究開発部門） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

企業（その他の職種） １ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人 １ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 14 ％ ０ ％ ０ ％ ９ ％ 13 ％ ０ ％

ポスドク（同一大学) ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（他大学等） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（他大学等） ０ 人 ０ 人 ２ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ 17 ％ ９ ％ ０ ％ ０ ％

学校の教員（大学を除く） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他 １ 人 ４ 人 ６ 人 ７ 人 ５ 人 ４ 人

 修了者数に対する割合 14 ％ 33 ％ 50 ％ 64 ％ 63 ％ 80 ％

 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 

満期退学者数 ２ 人 ４ 人 ７ 人 ５ 人 ３ 人 ６ 人

大学の教員（※助手・講師等） ０ 人 １ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ 25 ％ 14.3 ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

公的な研究機関 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他の公的機関 ０ 人 ０ 人 １ 人 ０ 人 ０ 人 １ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ 14.3 ％ ０ ％ ０ ％ 16.6 ％

企業（研究開発部門） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

企業（その他の職種） １ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 50 ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（同一大学) ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

ポスドク（他大学等） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

学校の教員（大学を除く） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人
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 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

進学（留学等） ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人 ０ 人

 修了者数に対する割合 ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％ ０ ％

その他 １ 人 ３ 人 ５ 人 ５ 人 ３ 人 ５ 人

 修了者数に対する割合 50 ％ 75 ％ 71.4 ％ 100 ％ 100 ％ 83.3 ％

 
「その他」に含まれる主なもの  （留学生帰国、大学院研究生の他） 

◇2005年度 
弁護士 １人 

◇2006年度 
法律事務所 １人 
税理士事務所 １人 

◇2008年度 
税理士事務所 １人  

◇2014 年度 
 なし （大学院研究生、帰国、不明） 

◇2015 年度 
なし （大学院研究生、帰国） 

 

 

※主要な就職・進学先等 

（就職先） 

博士課程前期： 途上国各国政府機関（司法省、外務省等）、国際協力機構、各国大学
教員、公務員、企業 
博士課程後期： 大学教員、途上国各国政府機関（司法省、外務省等）、企業 

（進学先） 

博士課程前期： 名古屋大学（法学研究科、国際開発研究科）、南山大学（法科大学院）
博士課程後期： なし 

 

 

 

 

【就職先の特徴】  

博士前期課程については、博士後期課程への進学や留学、公的機関へ就職する者が

多い。博士後期課程修了者および満期退学者は、一定の割合で大学教員の職を得てい

るが、教職を得ることは全国的に厳しい状況にあり、OD、ポスドク問題が本研究科で

も生じている。その対策としては、本研究科の各種プロジェクトの研究員、特任助教、

特任講師等への任用を行っている。 

留学生については、その多くが、母国にて教職、専門職に復帰し、あるいは国際機

関や渉外法律事務所等で職を得ている。 

 

［前掲］資料Ⅱ－２－①－１： 博士課程（前期課程、後期課程）修了者の進路状況 p.71 

 

［前掲］資料Ⅱ－１－①－６： 法学研究科を修了した留学生の主な活動状況 p.67 

 

 

 

【得られた学習成果の事例】  

博士課程修了者、満期退学者の中で、大学等の研究職を得た者は次の表の通りであ

り、着実に成果を上げている。 

国際法政コースに所属する留学生は、その多くが母国にて教職、専門職で活躍し、

あるいは国際機関や渉外法律事務所等で職を得ている。国際法政コース・日本語クラ

スの卒業生は、日本の法律もかかわる職場で活躍しており、学習の成果が専門職業人

としての活躍に結実している。 
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資料Ⅱ－２－①－２：  大学等研究機関への就職者一覧（2010-2015 年度） 

［出典：教員への調査］  

 

採用 
年度 

氏名 所属機関 職名 備考 

2010 藤枝律子 三重短期大学 講師 2013 年度から准教授 

2014 NANG New Taunggyi University 
Assistant 
Lecture 

 

2014 陳 皓芸 国立台湾科技大学・専利研究所 助理教授  

2015 早川結人 名古屋経済大学・法学部 准教授 
LS 修了、2011-2013 本研究
科助教 

2015 門脇美恵 名古屋経済大学・法学部 准教授  

2015 福田真希 中部大学・全学共通教育部 講師 
2013-2015 本学 YLC 特任助
教 

2010 傘谷祐之   名古屋大学・大学院法学研究科 特任講師 
日 本 法 教 育 研 究 セ ン タ ー
（2010-2012） 

2012 
Bui Thi Mai 
Lan 

名古屋大学・大学院法学研究科 特任助教 PSI プロジェクト担当 

2012 佃 貴弘 名古屋大学・大学院法学研究科 研究員 法情報研究センター 

2012 李 正吉 名古屋大学・大学院法学研究科 特任講師 キャンパス・アジア 

2012 潘 芳芳 名古屋大学・大学院法学研究科 特任講師 キャンパス・アジア 

2013 
Umirdinov 
Alisher 

名古屋大学・高等研究院（YLC） 特任助教  

2014 曽根加奈子 名古屋大学・大学院法学研究科 研究員 
法 政 国 際 教 育 協 力 研 究 セ
ンター 

2014 水谷 仁 名古屋大学・大学院法学研究科 研究員 
法 政 国 際 教 育 協 力 研 究 セ
ンター 

2014 
Aziz 
ISMATOV 

名古屋大学・アジアサテライトキ
ャンパス学院 

特任助教  

2015 佐野智也 名古屋大学・大学院法学研究科 特任助教 
法 情 報 研 究 セ ン タ ー 、
2012-2014 研究員 

2015 牧野絵美 
名古屋大学・アジアサテライトキ
ャンパス学院 

特任講師 
2008-2013 法 学 研 究 科 助
手、2013-2014 同特任講師

2015 安田理恵 
名古屋大学・アジアサテライトキ
ャンパス学院 

特任助教 2014 法学研究科助教 

2015 MA MA THANT 
名古屋大学・アジアサテライトキ
ャンパス学院 

特任准教授  

2015 梅川佳子 名古屋大学・高等研究院（YLC） 特任助教  

 

 

［前掲］資料Ⅱ－１－①－６： 法学研究科を修了した留学生の主な活動状況 p.67 
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観点Ⅱ－２－② 在学中の学業の成果に関する卒業・修了生及び進路先・就職先等の関 

係者への意見聴取等の結果とその分析結果 

【卒業生調査内容】  

修了生を対象とした 2010 年度の教育成果調査によると、教育目標として本学が掲

げる、①機会をつかむ、②困難にいどむ、③自発性を育む、といった観点でそれらが

主に大学院課程で培われたと考えているものが 63.6％を占めた。研究活動と演習形式

の講義によってその能力が培われたとの回答が多数を占めた。 

2013 年度調査でもほぼ同様の結果が出ており、演習形式を重視したカリキュラムと

計画的・継続的論文指導が一定の成果を挙げている。 

 

資料Ⅱ－２－②－１： 教育成果調査・大学院修了生に対する調査（直後調査）（2011 年実施） 

［出典：教育成果調査］  
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資料Ⅱ－２－②－２： 教育成果調査・大学院修了生に対する調査（直後調査）（2013 年実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就職先調査内容】  

修了生の上司等を対象とした 2013 年度の教育成果調査によると、教育目標として

本学が掲げる、①機会をつかむ、②困難にいどむ、③自発性を育む、といった観点で

それらが主に大学院課程で培われたと考えている者が 85.7％を占めた。 

ただし、②と③について、消極的な評価が 28.6％あったので、研究科として何らか
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の対応をしていく必要がある。 

 

資料Ⅱ－２－②－３： 関係者からの評価（修了後数年経過した修了学生のアンケート集計結果）  

［出典：教育成果調査］  

 

教育成果調査・大学院修了生の上司等に対する調査（2013 年実施）   
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(水準) 期待される水準にある。 

 

 (判断理由)    

「進路・就職の状況」」については、高度専門職業人を目指した学生については、有為な

人材の育成と就職先の確保との合致がみられるが、研究者として教職を得ることは、国内

外の法学政治学を取り巻く状況から、OD、ポスドク問題が生じており、安定した就職先の

確保には至っていない。留学生については、その多くが、母国にて大学等の研究職や政府

機関・国際機関等に就職している。 

 観点Ⅱ－２－②についても、本学が掲げる教育目標について肯定的な評価を得ている。  
したがって、観点Ⅱ－２における分析結果から、法学研究科が想定する関係者から期待

される水準にある。  
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況   

【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

第１期中期目標終了時点で、観点Ⅰ－１については、観点Ⅰ－１―①や観点Ⅰ－１

－②を含めて、期待される水準であった。観点Ⅰ－２についても、観点Ⅰ－２－③を

含めて、期待される水準であった。 

第２期では、観点Ⅰ－１－①について、博士課程教育リーディングプログラムの開

始とともに、アカデミック・ライティング・チームを設置し、英語論文の水準を向上

させるシステムを導入し、指導教員との連携を図りつつ、システムを継続的に維持改

善してきた点は特筆すべき成果である。また、観点Ⅰ－１－②について、将来計画検

討・人事委員会を中心にして、全学の男女共同参画委員会の提示した目標（30％）を

意識した人事計画を進めた結果、今期当初は 20％であった女性教員比率は、2012 年度

以降は 30％弱となった。 

観点Ⅰ－２－③について、第 1 期の高い教育水準を保つとともに、リーディング大

学院学生などをより積極的に海外派遣することにより、国際通用性のある教育の工夫

をさらに推し進めている。また、各国の日本法教育研究センターと連携しつつ、留学

生に対する日本語による日本法教育カリキュラムの充実も図られてきた。 

その結果、観点Ⅰ－１－①、観点Ⅰ－１－②、及び観点Ⅰ－２－③について、「期

待される水準を上回る」になった。ただし、その他の観点については、第１期終了時

点での達成状況を維持・改善するための取組みが継続的に行われているが、全体とし

ては、「期待される水準にある」と判定した。 

したがって、こうした取組成果により、第１期と比べて質が向上した。 

 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況   

 【重要な質の向上／質の変化があった事項】  

第１期中期目標終了時点で、観点Ⅱ－１と観点Ⅱ－２は、観点Ⅱ－１－②を含めて、

期待される水準であった。 

第２期では、観点Ⅱ－１－②について、論文執筆プログラムによる計画的な論文指

導のシステムの検証・改善を積み重ねた結果、権威のある賞を受賞する者も複数現れ

ている。その他の観点についても、研究者養成コースの大学院生数の減少傾向にもか

かわらず、論文数は若干の減少に止まっている。また、在学生による授業評価、修了

生のアンケートは第１期の高い評価を維持しており、海外機関などによる学生への評

価も高い。 

観点Ⅱ－２について、第１期と同様、研究者養成コースからは法律学、政治学の分

野において若手、中堅の研究者を輩出してきているが、安定した就職先の確保には至

っていない。一方、国際法政コースでは有為なる人材を育成し母国の法曹界、研究教

育領域で中心的役割を果たしている。 

その結果、観点Ⅱ－１－②について、「期待される水準を上回る」になった。その

他の観点については「期待される水準にある」と判定したが、いずれも第１期終了時

の高い質を維持している。 

  したがって、こうした取組成果により、第１期と比べて質が向上した。 




